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ごあいさつ

日頃はＪＡみな穂に格別のお引き立てを賜り厚く御礼申し上げます。

我が国農政の最大懸案事項であるＴＰＰ交渉については､平成２６年４月に行われた日

米間の協議を経ても大筋合意には至らず、結論は先送りされました。しかしながら、安

倍総理はＴＰＰ交渉全体の早期妥結の意欲を示しており、依然として予断を許さない状

況となっております。

また、新たな農業・農村政策による担い手、産地、地域づくりの強化の取り組み、産

業競争力会議や規制改革会議等で示された今後の農業改革の方向'性から、農業・農村・

ＪＡを取り巻く環境の急激な変化に直面しております。

こうした中、ＪＡみな穂は、安定的・継続的に良質なサービスを提供し続けるという

ＪＡの社会的責務を果たすためには、経営基盤の強化と組合員・利用者の皆さまとの有

機的なつながりの再構築こそが必須条件であると認識し、平成２５年４月に１１支店体制

から４支店体制への組織再編の実施、渉外専任職員を中心とした「出向く体制」への転

換、支店への人員集中による相談・サービス機能の強化を図りました。

平成２５年５月には、本店敷地内に生産者と消費者の交流拠点として、農産物販売加工

施設「みな穂あいさい広場」を竣工致しました。開店以来皆さまにご愛顧いただき、現

在までに300名超の出荷者と利用者ポイントカード発行数が２，０００枚を超えております。

また、平成２６年３月には来場者１０万人を達成したほか、平成２６年５月末では売上累計

で’億５千万円余りを計上させていただきました。

また、ＪＡ青壮年部や入善町商工会、入善高校と連携した耕作放棄地の再生事業や買

い物弱者を対象とした買い物支援事業の実施にも積極的に取り組んでおります。

財務面では、平成２６年２月末の単体自己資本比率はＪＡバンクの自主基準である

8.0％を上回る18.42％となり、健全性の高さを示しております。

平成２６年度は第３次中期３か年計画の２年度に当たります。ＪＡみな穂は｢食と農を

基軸とした地域に根差した協同組合」の責務として、また、平成２６年５月の総代会にて

特別決議した｢ＴＰＰ交渉における国会決議の実現と基本農政の確立に向けた特別決議」

に基づき、ＴＰＰ交渉における国会決議の実現への働きかけの強化、地域農業の振興と

農業所得の向上への取り組み、地域の実態に即した事業展開・活動支援・広報活動の充

実、相続等世帯交代ニーズに対応できる体制づくり、「出向く体制」の定着化と総合事業

の強みを生かした複合的サービスの提供、内部留保及び内部牽制の充実による健全経営

の確立に努め農家組合員・地域住民の皆さまの負託に応えてまいります。

最後に、本冊が皆さま方に当ＪＡの考え方やあり方をご理解いただき、ご利用される

うえで参考になれば幸甚であります。

みな穂農業協同組合

代表理事組合長細田勝二

－１－



1．経営方針

Ｉ「人・農地プラン」と一体化した「地域営農プラン」を策定し、農地のフル活用と担

い手の育成、支援強化を図ります。

Ⅱ農産物の安全・安心確保対策の強化と売れる地域特産品の生産開発支援、消費者と

生産者とのつながりの強化による地産地梢の取り組み強化を図ります。

Ⅲ魅力ある協同組合として地域の実態に即した事業展開・活動支援・広報活動の展開

を通じて、地域コミュニティの活性化に取り組みます。

Ⅳ組合員の次世代への円滑な資格継承やＪＡ利用者の唯組合員への加入促進に向けて

組織・経営基盤の強化を図ります。

Ｖ支店統合の効果を最大限に発揮できるよう「出向く体制」の定着化を図り、競争力

ある事業展開と健全経営の確立に努めます。

２経営管理体制

◇経営執行体制

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成され

る「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成され

る「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会

の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務執行には組合員の各層の意思反映を行うため、理事には女性部枠、青

壮年部には参与枠を設けております。また、信用事業については専任担当の理事を

置くとともに、農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、

ガバナンスの強化を図っています。

－２－



３事業の概況（平成２５年度）

◇全体的な概況

個人貯金残高の増加や、消費税増税前の耐久消費財に対する駆け込み需要、黒豆茶等

みな穂オリジナル商品の販売や「みな穂あいさい広場」の開店に伴う生活物資供給高の

増加の一方、米の需給見通しによる出荷契約米概算金単価の引き下げや、コシヒカリの

1等米比率の低下による農家収入の減少、他行との競合による地方公共団体向け貸出金

利率の低下と残高の減少、廃止支店等施設に対する固定資産減損損失の計上に伴い、当

期剰余金は約３０，０００千円の計上となりました。

◇信用事業

地区別渉外専任職員を配置し、目標管理と深耕を目的とした恒常的顧客訪問を通して

個人貯金をメインとした貯金残高の伸長に努めました。前年対比では上回ったものの、

米の概算金の引き下げ、１等米比率低下による入金額の減少から、計画対比では下回る

こととなりました。

貸出金では、消費税増税前の駆け込み需要等の影響から個人向け残高は堅調に推移し

ましたが、地方公共団体向けでは他行との競合による貸出金設定利率の低下と償還の影

響から、貸出金全体では前年対比、計画対比いずれも下回ることとなりました。

◇共済事業

生命共済では新商品の介護共済等、組合員や利用者の皆さまの生活ニーズに応じた商

品の提案に努めました。建物更生共済では満期による保障額減少のリスクの面から、保

障額の確保に努めた提案をさせていただきました。

短期共済では車両共済の付加を進め、自損事故等による車両支払に備えました。

また､全職員を対象に共済知識とコンブライアンス意識向上のための研修会を開催し、

組合員・利用者の皆さまから信頼されるＪＡ共済を目指しました。

◇購買事業

生産資材では、肥料・農薬の早期予約の有利性の啓蒙に努めたほか、農機具では農作

業の安全指導と農家ニーズに合った商品の提案を行いました。

生活物資では、みな穂オリジナル商品の販売や「みな穂あいさい広場」の売上確保、

消費税増税前の耐久消費税の駆け込み需要から計画、実績とも前年を上回りました。

◇販売・倉庫・利用事業

米の出荷量は出荷契約数量対比９９．４％を達成しましたが、１等米比率の低下、前年米

価の高値反動と米余り等の影響を受けて米価は下がり、販売高は計画を大きく下回りま

した。

倉庫事業は、適切な温度・湿度管理を行い、出庫までの品質保持に努めました。

利用事業は、適宜老朽化設備の更新及び種子乾燥調製施設に色彩選別機を導入し、作

業の効率化と品質の向上に努めました。

-３－



◇福祉事業

地域ニーズに応えるべく、ケアセンターはぴねすを核とした高齢者生活支援活動に取

り組みました。

◇指導事業

経営所得安定対策制度の下、転作作物の推進、備蓄用米県別枠の主食用米とのとも補

償の実施、生産調整分の米への転換の推進、担い手への農地集積や新規就農者への支援

を行いました。行政との一体化事業として、堆肥・鶏糞散布事業を引き続き実施したほ

か、関係機関と連携した病害虫発生予察と防除に努めました。

園芸振興では、県の「１億円産地づくり事業」として、桃、里芋の生産拡大に取り組

むとともに、「みな穂あいさい広場」の拡充に向けて、新たな出荷者の掘り起こしを行

ったほか、農商工連携事業でのウコン関連商品開発と販売に取り組みました。

食農教育では､学童農園での田植え､稲刈り体験のほか､青壮年部を中心にもちつき、

そばうち体験の実施、耕作放棄地での唐辛子の定植・収穫体験、入善町の全小中学校へ

の米粉入りパンの供給等を通じて、子供たちが食を通じた農業への理解を深める場を提

供しました。

４事業活動のトピックス

◇支店の統廃合

平成２５年４月１５日をもって従来の１１支店から４支店へと再編致しました。

◇新農産物販売加工処理施設「みな穂あいさい広場」のオープン

生活センター内の旧施設が手狭になったため、本店敷地内に新たに建設し、平成２５

年５月２３日にオープン致しました。

◇特別貯蓄推進運動の実施

優遇金利を設定した特別貯蓄推進運動を実施いたしました。

－夏季一（平成２５年６月１０日～８月３０日）

定期貯金純増目標600,000千円

純増額401,198千円（純増達成率６６．９％）

獲得目標1,500,000千円

獲得実績２，０１１，４３５千円（獲得達成率134.1％）

－冬季一（平成２５年１１月１日～平成２６年１月３１日）

定期貯金純増目標２，７３５，０００千円

純増額3,029,224千円（純増達成率110.8％）

獲得目標9,117,000千円

獲得実績7,719,561千円（獲得達成率８４．７％）

-４－



◇休日ローン相談会の開催

年４２回の休日ローン相談会を開催いたしました。

◇みな穂フェスティバル・総合展示即売会の開催

平成25年１０月２６日･２７日の両日本店営農センター周辺を会場に開催いたしました。

◇「みな穂あいさい便」の取り組み

平成２５年１２月より、買い物弱者を対象とした、買い物支援活動「みな穂あいさい便」の

取り組みを開始しました。

◇平成２５年度における事業の経過

税務相談日

第１･四半期末監事監査(～１４日）

結婚相談員会議

定例理事会・監事会

青壮年部綱引き大会

iiFi成;i25:第蕊鐡

５日税務相談日

１３日決算監事監査(～２５日）

１８日ＪＡ全国監査機構

財務諸表監査(～１９日）

結婚相談員会議

２７日定例理事会．監事会

４日

１１日

２０日

２８日

霊威蝋薙XZ殿

２日税務相談日

６日青壮年部河川清掃活動

年金受給予定者セミナー

１７日庭木教室

１９日定例理事会・監事会

２７日ＪＡみな穂・入善・朝日うまい

もん勢揃い市

iFPii成i熱暴饗蕊

１日ＪＡ全国監査機構

財務諸表監査（～３日）

２日税務相談日

１５日統合支店オープン

１９日結婚相談員会議

２４日庭木教室

農村女性大学開講式

２５日定例理事会・監事会

篭筬溺蕉iiil猟

５日結婚相談員会議

６日税務相談日

７日庭木教室

１１日お盆市（～１２日）

１３日定例理事会・監事会

１９日ＪＡ全国監査機構期中監査

（～２３日）

結婚相談員会議

２５日婚活イベント

（棚山ファミリーランド）

平成職年議灘

７日税務相談日

１８日地区集会（～１９日）

２１日定例理事会・監事会

年金受給者友の会

ゲートボール大会

２２日庭木教室

２３日「みな穂あいさい広場」

２５日第９回通常総代会

Ｆ１!;成鰯1霧嚢蕊

オープン
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平成P25;焦灘獄

３日税務相談日

７日年金受給者友の会

「民謡唄と踊りの祭典」

２６日定例理事会．監事会

２７日女'性部「朝ごはん食べよう運動」

來成｝躯焦繊且

６日年頭訓示

７日税務相談日

１６日ＪＡ全国監査機構資産査定藍杳

（～２０日）

２０日結婚相談員会議

第３・四半期末監事監査(～２３日）

結婚相談員会議

第３・四半期末監事層

定例理事会・監事会

農業青色申告説明会

悪成蝋:集誕蝿ｊ

１日税務相談日

７日結婚相談員会議

８日第２・四半期末監事監査(～１６

１０日年金受給者友の会

パークゴルフ大会

１６日ジャンボ西瓜売上金一部寄付

１８日定例理事会・監事会

２６日みな穂フェスティバル

総合展示即売会(～２７日）

２４日

３１日

日）

悪成璽屡集諺調!；

１日ふれあい雑煮まつり

３日女`性部組合長と語る会

４日税務相談日

９日農業所得決算・確定申告

記帳講習会

税務相談日

定例理事会・監事会

１２日

２４日叢熊議溌蓬鰯
５日税務相談日

６日健康寿命１００歳プロジェクト

ウォーキング

１３日農村女'性大学閉講式

１４日年金受給者友の会

ウォークベースボール大会

１８日結婚相談員会議

２５日共済加入者．年金受給者

友の会合同旅行（～２６日）

２７日定例理事会．監事会

薫筬謹蕊蕉議iiii灘

３日税務相談日

４日庭木教室

７日青壮年部意見発表会

組合長と語る会

９日結婚相談員会議

１２日支店運営委員会(～１９日）

２５日定例理事会・監事会

２７日買い物支援事業出発式

２８日歳の市（～３０日）
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５農業振興活動と地域貢献'情報

◇協同組合の特性

当ＪＡは、朝日町・入善町を事業区域として、農業者を中心とした地域住民の方々が組合

員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）を共通の理念とし

て運営される協同組織であり、地域農業の活'性化に資する地域金融機関です。

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さま等からお預かりした、大切な財産である「貯

金」を源泉としております。当ＪＡでは資金を必要とする組合員の皆さま方や、地方公共団

体等にもご利用いただいております。

当ＪＡは、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業

活動を展開しています。

また、ＪＡの総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の

協同組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。

◇安全・安心な農産物づくりへの取り組み

・生産履歴記帳運動

・農薬の安全使用遵守の周知徹底

◇担い手・地産地消・食育への取り組み

・農産物の生産指導

．「みな穂あいさい広場」を核とした地産地消促進

・みな穂フェスティバルの開催

◇地域からの資金調達の状況

組合員をはじめ地域の皆さまからお預かりした貯金の残高は、89,490,400千円

（うち定期積金の残高は1,562,919千円）となっております。

資格別の貯金・定期積金の残高の内訳は次のとおりです。

◇地域への資金供給の状況

（１）貸出金残高

組合員をはじめ地域の皆さまへの貸出金残高は、組合員をはじめ地域の皆さまへの貸出金残高は、10,598,513千円となっております。Ｊ

Ａは地域金融機関として、地域社会の発展と豊かな暮らしの実現に貢献することを使命と

考え、農業資金、事業資金や個人向けのご融資に積極的に対応してまいりました。

資格別の貸出金残高の内訳は次のとおりです。

－７－

組合員等 77,927,924千円

その他 11,562,476千円

合計 89,490,400千円



（２）制度融資取扱状況

農業制度資金とは、農業経営に必要な資金を低利で利用できる融資制度です。

農業制度資金には大きく分けて、国や地方公共団体が、①ＪＡ等民間金融機関の資金を

原資とする貸し付けに利子補給等を行うもの、②財政資金を直接貸し付けるもの、③財政

融資資金等を原資とするものの３タイプがあります。

◇文化的・社会的貢献に関する事項（地域とのつながり）

（１）文化的・社会的貢献に関する事項

◎買い物支援事業への取り組み

少子高齢化や人口減少等を背景に、日常の買い物に行くことが困難な高齢者を中心とし

た買物弱者を支援するため､平成２５年１２月より入善町･朝日町の委託を受けて地場産食

材を中心とした買物代行事業の取り組みを始めました。

◎入善ジャンボ西瓜プロジェクトの展開

入善町内の個人､団体､企業等が購入した｢入善ジャンボ西瓜｣購入代金の一部１６０千

円弱を食農教育推進費として入善町に寄付致しました。

◎朝ごはん食べよう運動の展開

ＪＡみな穂女`性部により､ＪＲ泊･入善駅前で通勤･通学者へのおにぎりの配布を実施し、

朝ごはんの大切さをアピール致しました。

◎相談活動

融資相談：中央支店あさひ支店で休日ローン相談会を開催しております。

（25年度実績42回）

結婚相談：婚活イベント「のうきょうＬｏｖｅStory」を開催し、男女の出会いの場を

提供しております。

年金相談：随時、本店・あさひ支店で開催し、年金の受給や手続き等の相談を行って

おります。また、年金受給予定者を対象に社会保険労務士による相談会も実

施しております。

税務相談：本店で開催し、税理士が農業所得や相続税等の相談を行っております。ま

た、支店や営農経済センターでは、営農指導員が農業収支の相談を行ってお

ります。

－８－

組合員等 6,156,522千円

地方公共団体 2,467,192千円

金融機関 1,631,000千円

その他 343,799千円

合計 10,598,513千円



（２）利用者ネットワーク化への取り組み

◎年金受給者友の会の取り組み

ＪＡ年金受給者会員相互の親睦を目的とし､スポーツ大会や文化活動等を開催しております。

(２５年度実績）

５月２１日： ゲートボール大会(参加１２チーム）

於入善運動公園陸上競技場

ＪＡ年金受給予定者セミナー（参加者１７名）

於ＪＡみな穂本店

「民謡唄と踊りの祭典」（来場者４１５名）

於入善町民会館コスモホール

パークゴルフ大会（参加者162名）

於青野自然公園パークゴルフ場

ウオークベースポール大会（参加３１チーム）

於入善町総合体育館メインアリーナ

共済加入者・年金受給者友の会合同旅行(水森かおり歌謡ショー）

於山代温泉

７月６日

９月７日

１０月１０日

１１月１４日

１１月２５～２６日

（３）』情報提供活動

◎広報誌「ＪＡみな穂」の発行

毎月１回組合員へ配布し、農業や生活等の特集、地域のニュース、営農教室、組

合員参加の‘みんなの広場,、‘理事会の協議内容，等のインフォメーションを掲載

して、幅広くＪＡや農業、地域の情報提供を行っております。

◎ＪＡみな穂ホームページ

インターネットを通じて組合員等利用者へ情報提供を行っております。

地域の概要、「ＪＡみな穂」の掲載記事、営農支援情報、特産物紹介、ＪＡバンクや

ＪＡ共済、購買事業、健康福祉活動等を掲載しているほか、オンラインショップも併

設し、いつでも手軽に地域特産農産物や加工品をご購入いただけます。

◎ホームページアドレスhttp://www､ja-minaho・ｏｒ・ｊｐ／

◎オンラインショップhttp://ja-minaho・shop-prqjp／

◎メールアドレスsoumu@ja-minaho・ｏｒ６ｊｐ

◇地域密着型金融への取り組み

（１）農業者等の経営支援に関する取組方針

◎ＪＡみな穂は地域における農業･生活メインバンクとしての機能強化を目指します。

（２）農業者等の経営支援に関する態勢整備

◎プロパー資金や農業制度資金の取り扱いを通じて、積極的に農業者の営農と暮ら

しのサポートを行っています。
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（３）農山漁村等地域活性化のための融資を始めとする支援

◎食農教育活動の一環として、学童農園での農業体験や補助教材「農業とわたしたち

のくらし」の配布を通じ、次世代に対して地域の主要産業である「農業」への関心と

理解を深める場を提供しています。

（４）ライフサイクルに応じた担い手支援

◎農林中央金庫及び営農・経済部門と融資部門との連携を通じて、的確な担い手への

資金ニーズ対応と、農業金融プランナーの育成を図っています。

６リスク管理の状況

◇リスク管理体制

〔リスク管理基本方針〕

組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご未|｣用いただくためには、より健全

性の高い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応

すべく「リスク管理基本方針」を策定し、収益とリスクの適切な管理、適切な資

産自己査定の実施等を通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。

①信用リスクの管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況等の悪化等により、資産（オフ・バランス

を含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。

当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決

定しています。また、通常の貸出取引については、本店に審査部門を設置し各支店

との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキ

ャッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準等厳格な

審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維

持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については

管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自

己査定の結果、貸倒引当金について「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計

上し、資産及び財務の健全化に努めています。

②市場リスクの管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動に

より、資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、

資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことで、主に金利リス

ク、価格変動リスク等をいいます。

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間
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のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失

を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券等の価格の変動に伴

って資産価格が減少するリスクのことです。

当ＪＡでは、これらのリスクを的確にコントロールすることにより、収支及び財

務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバラン

スを重視したＡＬＭへの取り組みを基本に、金融'情勢の変化に機敏に対応できる柔

軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境分析及

び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、理事会におい

て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会等を定期的に開催し

て、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会及びＡＬ

Ｍ委員会等で決定した運用方針等に基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っ

ています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行って

いるかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

流動`性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な

資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされ

ることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場にお

いて取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされるこ

とにより損失を被るリスク（市場流動'性リスク）のことです。

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を

作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについて

は、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金

性）を把握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行っています。

④オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、シス

テムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことで

す。

当ＪＡでは､収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市

場リスク及び流動性リスク以外のリスクで､受動的に発生する事務､システム、

法務等について事務処理や業務運営の過程において､損失を被るリスクと定義

しています。事務リスク、システムリスク等について、事務手続を整備し、そ

の有効性について自主検査等を実施するとともに内部監査の対象とし、事故・

事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握してリスク発生後の対応及び

改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。
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⑤事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こす

ことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化

や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備

するとともに､自主検査･自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。

また、信用事業の事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善

を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、再発防止策を実施

しています。

◇法令遵守体制

〔コンブライアンス基本方針〕

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社

会の厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等

を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして

位置づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼`性向上に

繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。

〔コンブライアンス運営態勢〕

コンブライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長

を委員長とするコンブライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアン

スの推進を行うため、本店各部門・各支店にコンプライアンス担当者を配置し

ています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンブライアンス・マニュ

アル」を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。

毎年度、コンブライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めると

ともに、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真蟄に捉え、前向きに事業に反映する

ため、苦情・相談受付態勢を整備しています。
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当組合のコンブライアンスにかかる基本方針

1．当組合の社会的責任と公共的使命の認識

当組合のもつ社会的責任と公共的使命を認識し、健全かつ適切な事業運営の徹底を図る。

２組合員等のニーズに適した質の高いサービスの提供

創意と工夫を生かしてニーズに適した質の高いサービスの提供を通して、組合員・利用者および

地域社会の発展に寄与する。

３法令やルールの厳格な遵守

すべての法令やルールを厳格に遵守し、社会的規範にもとることのない、公正な事業運営を遂行

する。

４反社会的勢力の排除

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、これを断固

として排除する。

５．透明性の高い組織風土の構築とコミュニケーションの充実

経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、系統内外とのコミュニケーションの充実を図

りっっ、真に透明な経営の重要性を認識した組織風土を構築する。

◇金融ＡＤＲ制度への対応

①苦'情処理措置の内容

当ＪＡでは､苦情処理措置として､業務運営体制･内部規則等を整備のうえ、

その内容をホームページ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済

連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口

金融共済部（電話：0765-72-1190（平日月～金午前８時３０分～午後１７時)）

②紛争解決措置の内容

当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

･信用事業

富山県弁護士会紛争解決センター

①の窓口または富山県ＪＡバンク相談所（電話：076-445-2017）にお申

し出ください。

･共済事業

㈱日本共済協会共済相談所（電話：03-5368-5757）

（助自賠責保険･共済紛争処理機構（電話：本部03-5296-5031）

（助日弁連交通事故相談センター（電話：本部03-3581-4724）

（助交通事故紛争処理センター（電話：東京本部03-3346-1756）

最寄りの連絡先については、上記または①の窓口にお問い合わせ下さい。
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◇反社会的勢力等への対応に関する基本方針

当ＪＡは、公共の信頼を維持し、業務の適切'性及び健全'性を確保するため、社会

の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、確固たる信念をもって、断

固とした姿勢で臨みます。

反社会的勢力等への対応に関する基本方針

みな穂農業協同組合（以下「当組合」といいます｡）は、事業を行うにつきまして、平成１９年６

月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合わせにおいて決定された「企業が反社会的勢力による被害を防

止するための指針」（以下、「政府指針」という｡）等を遵守し、反社会的勢力に対して断固とした姿

勢で臨むことをここに宣言します。

また、マネーローンダリング等組織犯罪等の防止に取り組み、顧客に組織犯罪等による被害が発生

した場合には、被害者救済等必要な対応を講じます。

（運営等）

当組合は、反社会的勢力等との取引排除および組織犯罪等の防止の重要性を認識し、適用となる法

令等や政府指針を遵守するため、当組合の特性に応じた態勢を整備します。

また、適切な措置を適時に実施できるよう、役職員に指導・研修を実施し、反社会的勢力等との取

引排除および組織犯罪等の防止について周知徹底を図ります。

（反社会的勢力との決別）

当組合は、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力による不当要求を拒絶し

ます。

(組織的な対応）

当組合は､反社会的勢力に対しては､組織的な対応を行い､職員の安全確保を最優先に行動します。

（外部専門機関との連携）

当組合は、警察、財団法人暴力追放推進センター、弁護士等、反社会的勢力を排除するための各種

活動を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力と対決します。

（取引時確認）

当組合は、犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づく取引時確認について、適切な措置を適

時に実施します。

（疑わしい取引の届出）

当組合は、疑わしい取引について、犯罪による収益の移転防止に関する法律に基づき、速やかに適

切な措置を行い、速やかに主務省に届出を行います。
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◇利用者保護等管理方針

当ＪＡは、利用者等の正当な利益の保護と利便の向上に向けて継続的な取り組み

を行っています。

ＪＡバンク利用者保護等管理方針

みな穂農業協同組合（以下「当ＪＡ」という。）は、農業協同組合法その他関連法令等により営む

信用事業の利用者（利用者になろうとする者を含む。以下同じ｡）の正当な利益の保護と利便の確保

のため、以下の方針を遵守する。また、利用者の保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行っ

ていく。

１利用者に対する取引または金融商品の説明(経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点からの

説明を含む｡）および情報提供を適切かつ十分に行う。

２利用者からの相談・苦情等については、公正・迅速・誠実に対応（経営相談等をはじめとした金

融円滑化の観点からの対応を含む｡）し、利用者の理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応

する。

３利用者に関する情報については､法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の

紛失、漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じる。

４当ＪＡが行う事業を外部に委託するにあたっては､利用者情報の管理や利用者への対応が適切に

行われるよう努める。

５当ＪＡとの取弓|に伴い、当ＪＡの利用者の利益が不当に害されることのないよう、利益相反管理

のための態勢整備に努める。

◇金融円滑化管理方針

当ＪＡは、農業専門金融機関・地域金融機関として、健全な事業を営む農業者を

はじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していることは最も

重要な役割の一つと位置づけ、当ＪＡの担う公共性と社会的責任を強く認識し、そ

の適切な業務の遂行に向け、次のような方針を定め、取り組んでいます。

金融円滑化にかかる基本的方針

みな穂農業協同組合（以下、「当組合」といいます｡）は、農業者の協同組織金融機関として、「健

全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこ

と」を、「当組合の最も重要な役害'１のひとつ」として位置付け、当組合の担う公共性と社会的責任を

強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め取り組んでまいります。

１当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの

特性および事業の状況を勘案しつつ、真蟄に対応するよう努めます。

２当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経

営改善に向けた取り組みをご支援できるよう努めてまいります。

また、役職員に対する研修等により、上記取り組みの対応能力の向上に努めてまいります。
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３当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、お客さ

まの経験等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいります。

また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努

めます。

４当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相

談および苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるよう努め

てまいります。

５当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みについて、関係する他の金融機

関等(政府系金融機関等および信用保証協会等を含む｡）と緊密な連携を図るよう努めてまいります。

また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を前

提に情報交換しつつ連携に努めます。

６当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう必要

な体制を整備いたしております。

（１）組合長以下、関係役員部長を構成員とする「コンブライアンス委員会」にて、金融円滑化にか

かる対応を一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（２）信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金融円滑化の方針

や施策の徹底に努めます。

（３）各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支所における金融円滑化の方針や施策の徹底

に努めます。

７当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期的に検

証し、必要に応じて見直しを行います。

◇個人情報保護方針

役職員が、組合員・利用者等皆さまの個人情報を正しく取り扱うための個人情報

保護方針、セキュリティ基本方針を定め、その遵守により信頼性の確保に努めてい

ます。

個人情報保護方針

当組合は、組合員・利用者等の皆さまの個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基本で

あり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約します。

1．関連法令等の遵守

当組合は、個人情報を適正に取扱うために、個人情報の保護に関する法律（以下「法」といいま

す｡）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および農林水産大臣をはじめ主務大臣のガイドライ

ン等に定められた義務を誠実に遵守します。

個人情報とは、法第２条第１項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別で

きるものをいい、以下も同様とします。

２．利用目的

当組合は、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得た場合および法令
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により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を

取扱います。

ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

利用目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速

やかにご本人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合には、あ

らかじめ明示します。

3．適正取得

当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

4．安全管理措置

当組合は、取扱う個人データを利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、また安全

管理のために必要・適切な措置を講じ職員および委託先を適正に監督します。

個人データとは、法第２条第４項が規定する、個人情報データベース等（法第２条第２項）を構

成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．第三者提供の制限

当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ること

なく、個人データを第三者に提供しません。

６．機微（センシティブ）情報取り扱い

当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（政治的見解、信教、労働組合への加盟、人種・

民族、門地・本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必

要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はいたしませ

ん。

７．開示・訂正等

当組合は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等に応じます。

保有個人データとは、法第２条第５条に規定するデータをいいます。

８．苦情窓口

当組合は、取扱う個人情報につき、ご本人からの苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのため

の内部体制の整備に努めます。

９．継続的改善

当組合は、取扱う個人情報について、適正な内部監査を実施する等して、本保護方針の継続的な

改善に努めます。
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情報セキュリティ基本方針

当組合は、組合員・利用者等の皆さまとの信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供す

るため､組合内の情報およびお預かりした情報のセキュリティの確保と日々の改善に努めることが当

組合の事業活動の基本であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約し

ます。

1．当組合は、情報資産を適正に取扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正アクセス行為の

禁止に関する法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣

をはじめ主務大臣の指導による義務を誠実に遵守します。

２．当組合は、情報の取扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあたり、適切な

組織的・人的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対する不正な侵入、紛失、漏えい、改ざ

ん、破壊、利用妨害等が発生しないよう努めます。

３．当組合は、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セキュリティ基本

方針に基づき、組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。

４．当組合は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が発生した場合、その原因を迅速に解

明し、被害を最小限に止めるよう努めます。

５．当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、情報セキュリ

ティマネジメントシステムを確立し、維持改善に努めます。
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◇金融商品の勧誘方針

役職員が金融商品を販売するうえで留意すべき事項および実務上の対応における

基本事項を定め、適切性の確保と信頼性の向上に努めています。

金融商品の勧誘方針

当組合は、金融商品販売法の趣旨に則り、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘

にあたっては、次の事項を遵守し、組合員・利用者の皆さまの立場に立った勧誘に努めるとともに、

より一層の信頼をいただけるよう努めてまいります。

1．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮のう

え、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容等重要な事項を十分に理解し

ていただきますよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供する等、組合員・利用者

の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．お約束のある場合を除き、組合員・利用者の皆さまにとって不都合と思われる時間帯での訪問・

電話による勧誘は行いません。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対応に努

めます。

◇苦情受付窓口

当ＪＡでは、お客様に満足していただけますように日頃より心がけていますが、

当ＪＡの業務活動においてご不満を感じた場合には、下記の窓口にて苦情等を受け

付けておりますので、お気軽にお申出ください。

当ＪＡは、より一層の「安心」と「信頼」をお届けするために、お客様の声を誠

実に受け止めます。

苦情受付窓口

総務企画部企画管理課

電話番号／0765-72-1190

受付時間／平日月～金、午前８時30分～午後５時

◇内部監査体制等

当ＪＡでは、内部監査部門を（被監査部門から独立して）設置し、経営全般にわ

たる管理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効'性の観点か

ら検証・評価し、改善事項の勧告等を通じて業務運営の適切性の維持・改善に努め

ています。

また、内部監査は、ＪＡの本店・支店等のすべてを対象とし、中期及び年度の内
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部監査計画に基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告し

たのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォロー

アップしています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとして

いますが、特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報

告し、速やかに適切な措置を講じています。

監事監査および内部監査の実施状況は次のとおりです。

○監査実施状況 (単位:人、日）

９４１１１５１２０９

－２０－

監査期間 監査内容等

監査従事人数

監事 職員

(補助含む）

計

Ｈ２５．３．８～２１

Ｈ２５．３．１３～２５

Ｈ２５．５．９～２７

Ｈ２５．６．１１～１４

Ｈ２５．６．２７

Ｈ２５．７．３１～８．１６

Ｈ２５．１０．４～１１

Ｈ２５．１０．８～１６

Ｈ25.10.30～３１

Ｈ26.1.20～２３

Ｈ２６．２．１２

Ｈ２６．２．１２～３．３

毎月

平成24年度財務諸表正確性の検証

平成24年度決算監事監査

組合員組織会計の口座出金状況の確認

定期積金の集金状況の確認

平成25年度第１･四半期末監事監査

農業再生協議会の会計処理の確認

定期貯金･定期積金残高外部確認

ＪＡ共済コンブライアンス点検

平成25年度第２･四半期末監事監査

倉庫業務目|継業務立会

平成25年度第３･四半期末監事監査

｢国内農産物検査｣登録機関に関する業務

生産履歴記帳内部検査

自主検査実施状況の確認

監査延べ人数

４
４
３
３

２
２
２
２

9４

８
９
５
６
２
３
６
０

１
１

１
１

１
１

３
９
１
３

1１５

８
３
５
０
２
３
６
３

４
１
４
１
３

１

３
２３

１
３
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フ．自己資本の状況

◇自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに

応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保

に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、平成２６年

２月末における自己資本比率は、１８．４２％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資本調達額2,247,826千円（前年度 2,257,840千円）

当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資

本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及

びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み

増しにより自己資本の充実に努めています。
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８主な事業の内容

（１）主な事業の内容

〔信用事業〕

信用事業は、貯金、貸出、為替等いわゆる銀行業務といわれる内容の業務を行って

います。この信用事業は、ＪＡ・農林中金という２段階の組織が有機的に結びつき、「Ｊ

Ａバンク」として大きな力を発揮しています。

◇貯金業務

組合員の方はもちろん、地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預

かりしています。普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座等の各種

貯金を目的・期間・金額にあわせてご利用いただいています。

また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払、年金のお受け取

り、給与振込等もご利用いただけます。

主な貯金商品については本誌２５ページをご覧ください。

◇貸出業務

農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、

組合員の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、

地方公共団体等へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の

発展のために貢献しています。

さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸

付、個人向けローンも取り扱っています。

主な貸出商品については本誌２６ページをご覧ください。

◇為替業務

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫等の各店舗

と為替網で結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金

や手形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にできます。

◇その他の業務及びサービス

当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、

各種自動支払や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービス

等取り扱っています。

また、国債の窓口販売の取り扱い、国債の保護預かり、全国のＪＡでの貯金の

出し入れや銀行、信用金庫等でも現金引き出しのできるキャッシュサービス等、

いろいろなサービスに努めています。

主なその他サービス等については本誌２７ページから２９ページをご覧ください。
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〔共済事業］

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆

さまの生命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実

施当初から生命保障と損害保障の両方を実施しており、個人の日常生活のうえで必要

とされるさまざまな保障・ニーズにお応えできます。

ＪＡ共済では、生命・建物・自動車等の各種共済による生活総合保障を展開してい

ます。

主な共済商品については本誌３０ページをご覧ください。

〔経済事業〕

◇購買事業

農業生産に必要な肥料・農薬・農機具等の生産資材から、日用品、燃料、自動車等

の生活物資まで､皆さまの営農活動及び生活に必要な品目をできるだけ安くかつ良質

なものを安定的に供給しています。

また、農産物直売所では、地元産の新鮮かつ安全な農産物や加工品を提供し、地

域の皆さまに親しまれています。

◇販売事業

組合員の営農活動の成果である農産物を共同で販売することで､農産物価格の安定

を図るとともに、営農指導活動と連携した栽培基準の統一により、消費者に対して安

全・安心で高品質な農産物の提供を行っています。

◇倉庫事業

組合員の皆さまが生産した米穀や大豆等の農産物を品質低下させることのないよ

う保管しています。

◇利用事業

組合員個人では持てない施設を共同で設置することで､組合員の皆さまの営農活動

のお手伝いをしています。

〔その他事業〕

◇介護福祉事業

誰もが安心して老後を過ごすことができる地域づくりを目指して「ケアセンター

はぴねす｣を拠点に､福祉と健康を核とした高齢者生活支援活動に取り組んでいます。

〔指導事業〕

◇営農指導事業

農家の技術・経営の指導だけでなく、地域営農計画の策定、農地利用調整、担い手

の育成、生産組織活動支援等の地域農業発展のための中心的役割を担っています。
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◇生活指導事業

生活文化活動を通じ組合員の相互交流、ＪＡ運営への参画を促し、地域の活`性化を

目指しています。

（２）系統セーフティーネット（貯金者保護の取り組み）

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公

的制度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度)」との２重のセー

フティーネットで守られています。

◇「ＪＡバンクシステム」の仕組み

ＪＡバンクは、全国のＪＡ・信連・農林中央金庫（ＪＡバンク会員）で構成す

るグループの名称です。組合員・利用者の皆さまに、便利で安心な金融機関とし

てご利用いただけるよう、ＪＡバンク会員の総力を結集し、実質的にひとつの金

融機関として活動する「ＪＡバンクシステム」を運営しています。

「ＪＡバンクシステム」は「破綻未然防止システム」と「一体的事業推進」を２

つの柱としています。

◇「破綻未然防止システム」の機能

「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンク全体としての信頼性を確保するための

仕組みです。ＪＡバンク法（農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信

用事業の再編及び強化に関する法律）に基づき、「ＪＡバンク基本方針」を定め、

ＪＡの経営上の問題点の早期発見・早期改善のため、国の基準よりもさらに厳し

いＪＡバンク独自の自主ルール基準（達成すべき自己資本比率の水準、体制整備

等）を設定しています。

また、ＪＡバンク全体で個々のＪＡの経営状況をチェックすることにより適切

な経営改善指導を行います。

◇「－体的な事業推進」の実施

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提

案力の強化、共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等

の一体的な事業推進の取り組みをしています。

◇貯金保険制度

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金等の払い戻しができなくなった場

合等に、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の

維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信組、労金等が加入する「預

金保険制度」と同様な制度です。
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【主な貯金商品】

※商品については約款の内容などをご確認いただき、不明な点は店頭窓口もしくは渉外担当者までお問

い合わせください。

－２５－
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普通貯金

(総合口座）

いつでも預入・弓|出ができます。給与・年金・配当金

などの自動受取、公共料金・クレジット・税金などの自

動支払に便利です。

総合口座に組合せた定期貯金を担保として、自動融資

を受けることができます。

出し入れ自由 １円以上

貯蓄貯金

お預け入れ残高に応じて、４段階の金利が設定されて

いるため、普通貯金より高利回りで運用できます。ただ

し、給与・年金等の自動受け取りや、公共料金等の自動

支払いにはご利用いただけません。

出し入れ自由 １円以上

当座貯金

お支払いには、安全で便利な小切手・手形をお使いい

ただ<貯金です。事業用の口座としてご利用いただくと

便禾|]です。

出し入れ自由 １円以上

スーパー定期
お預け入れは１円からという手軽な定期貯金でお預け

入れ期間が３年以上は有利な半年複利も選択できます。

１ヶ月以上

１０年以内
1円以上

大口定期 1,COO万円以上の大口資金の運用に有利な商品です。
１ヶ月以上

１０年以内

1,000万円

以上

期日指定

定期貯金

お利息が１年複利で計算される定期貯金です。お預け

入れから1年たてば１ヶ月前のご通知でいつでも満期日

を指定できますし、

もできます゜

うじ金（１万円以上）の－部目|き出し
最長３年 １円以上

変動金利型

定期貯金

市場金利に応じて６ヶ月ごとに金利が変更となる定

期貯金です。半年ごとの複禾'１計算も選択できます。
1年２年３年 １円以上

決済用貯金

(普通貯金）

手|｣息はつきません。個人のものは総合口座による貸越

ができます。貯金保険制度により全額保護されます。
出し入れ自由 １円以上

定期積金
毎月のお積立で生活設計に合わせ無理のない資金づ

くりができます。

６ヶ月以上

１０年以内

１回1,000円

以上

財
形
貯
金

一般財形

貯金

財形年金

貯金

住宅財形

貯金

お勤めの方々の財産づくりに最適です。給料・ボーナ

スからの天弓|きによる積立となります。

退職後の生活に備えた資金づくりに最適です。在職中

に積立を行い、６０才以降に年金としてお受取りできま

す。また、住宅財形と合せて５５０万円まで非課税の特典

が受けられます。

マイホーム資金づくりに最適です。財形専用の金利が

適用され、また、年金財形と合わせて５５０万円まで非課

税の特典が受けられます。

3年以上

5年以上

5年以上

１回１円

以上

１回１円

以上

１回１円

以上



【主な貸出商品】

※その他にもみなさまの暮らしや農業者・事業者の方々に必要な資金を融資しております。店頭窓口も

しくは渉外担当者までお問い合わせください。

－２６－
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住宅 ロ－ン
マイホームの新築・増改築・住宅・土地の購入・他金融機関借入の住宅資金の借

換にご利用ください。

リフォームローン
リフォームにもＪＡのローンをお役立ていただけます。増改築や改修・補修・イ

ンテリアや外装の工事などにご利用ください。

マイカーローン
新車や中古車・バイクの購入をはじめ、修理・車検費用・車庫など、カーライフ

に関するさまざまな用途にご利用いただけます。

教育 ロ－ン

高校、高専、短大、大学、専修学校等に就学予定のお子さんの入学金や家賃・授

業料などの学費にご利用いただけます。

在学中の方でもご利用になれます。

クローバローン 生活に必要な一切の資金です。

カードローン

あらかじめ決めておいた借入枠の範囲内なら、いつでも何回でも繰り返し利用す

ることができます。

全国のＪＡのＣＤ・ＡＴＭはもちろん他の提携金融機関のＣＤ・ＡＴＭでも借り入

れることができます。



【主なその他のサービス】
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ＪＡキャッシュサービス
カード１枚で、当ＪＡの各支店をはじめ、全国の提携金融機関や郵便局の

ATMでご利用できます。

給与振込サービス
給与・ボーナスがお客様のご指定いただいた貯金口座に自動的に振込ま

れ、キャッシュカードにより必要な時にお弓|出ができます。

各種自動受取サービス

国民年金、厚生年金等公的年金や配当金などがお客様のご指定いただいた

貯金口座に自動的に振込まれます。お受取の手間が省け、期日忘れのご心配

がなくなります。

各種自動支払サービス

電気料、水道料、ＮＨＫ放送受信料、電話料などの各種公共料金のほか、

ＪＡカード利用代金、税金などをお客様のご指定いただいた貯金口座から自

動的にお支払いいたしますので、払い込み等の煩わしさが解消します。

自動送金サービス
毎月決まった日に、決まった金額を、決まった振込先に自動的に振り込み

ます゜お子様への仕送りや家賃、駐車料金などの振込に大変便利です。

自動集金サービス

定期的にご集金の販売代金、賃貸料、会費などを支払人の貯金口座から弓’

き落として、お客様のご指定いただいた貯金口座へ自動的にご入金いたしま

す。集金事務の合理化にお役立てください。

ＪＡ力 ￣

(クレジットカード）

ド
このカード１枚で国内はもとより海外でもお買い物、ご旅行、お食事など

お客様のサインひとつでご利用になれます。また、急にお金がご入用なとき

にはキャッシングサービスもご利用いただけます。

デピットカードサービス
｢J･Debit」ジエイデピットのマークのある加盟店なら全国どこでも、当

ＪＡのキャッシュカードでお買い物などの代金支払いができます。



【主な手数料一覧】

※各手数料（平成２６年４月１日現在）には、消費税等（８％）が含まれています。

○内国為替の取扱手数料

※系統金融機関とは、県内ＪＡ・県外ＪＡ・県外信連・農林中央金庫・漁協・信漁連です。

－２８－

薯

振込手数料

(１件につき）

電信

文書

ｲンターネット

ﾊﾞンキング

利用

1万円未満

1万円以上３万円未満

３万円以上

１万円未満

1万円以上３万円未満

３万円以上

1万円未満

1万円以上３万円未満

３万円以上

108円（窓口）

108円（ＡＴＭ）

216円（窓口）

108円

(県内ＪＡＡＴＭ）

216円

(県外ＪＡＡＴＭ）

432円（窓口）

216円

(県内ＪＡＡＴＭ）

324円

(県外ＪＡＡＴＭ）

108円（１件につき）

216円（１件につき）

432円（１件につき）

県内JA宛無料

県外JA宛１０８円

県内JA宛無料

県外JA宛２１６円

県内JA宛無料

県外JA宛３２４円

432円（窓口）

216円（ＡＴＭ）

540円（窓口）

270円（ＡＴＭ）

756円（窓口）

432円（ＡＴＭ）

324円（１件につき）

432円（１件につき）

648円（１件につき）

216円

270円

432円

送金手数料（１件につき） 432円（地公体のみ） 648円

代金取立手数料（１通につき）

同地間・県内系統あて

隔地間あて

無料

864円（至急扱い）

648円（普通扱い）

無料

864円（至急扱い）

648円（普通扱い）



○ＡＴＭ利用手数料

入出金 入出金

○その他の諸手数料
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お取弓|可能内容 入出金 入出金 入出金 出金

平日
8:４５～１８:00

１８:00～２０:0０
無料

無料

108円

無料

108円

108円

216円

土曜
９:００～１４:0０

１４:00～１７:00
無料 108円 108円 216円

日曜

祝日

年末

9:00～１７:００ 無料 108円 108円 216円
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手形・小切手関係手数料
約束手形帳１冊（５０枚）

小切手１枚につき

1,728円

1,296円

その他

自己宛小切手１枚

残高証明書発行手数料１通

証書・通帳再発行手数料１枚（冊）

キャッシュカード再発行手数料１枚

ＪＡネットバンクサーピス利用手数料月額

540円

324円

1,080円

1,080円

無料



【主な共済商品一覧】

○主な長期共済（共済期間が５年以上の契約）

○主な短期共済（共済期間が５年未満の契約）

－３０－

鑿篝鑿鑿鑿iii鑿讓i;霧!;i;ilili鑿鑿鍵

終身共済
万一のときはもちろん､ニーズにあわせた特約により保障内容を自由に設計できる

確かな生涯保障プランです。

定期生命共済

万一のときを手頃な共済掛金で保障するプランです｡農業の新たな担い手などの経

営者の万一のときの保障と退職金などの資金形成ニーズに応えるプランもありま

す｡

養老生命共済 万一のときの保障と、将来の資金づくりを両立させたプランです。

こども共済
お子さまの入学資金や結婚･独立資金の準備に最適なプランです｡共済契約者(親）

が万一のときは、満期まで毎年養育年金を受け取れるプランもあります。

医療共済

病気やケガによる入院･手術を手厚く保障するプランです｡ニーズにあわせて、「共

済期間｣、「１回の入院の支払限度日数｣、「共済掛金の払込期間」などを選択できる

ほか、先進医療の保障を加えたり、がん保障を充実させることもできます。特約に

より一定期間の万一のときの保障を確保することもできます。

がん共済
がんと闘うための安心を一生涯にわたって手厚く保障します。すべてのがんのほ

か、脳腫瘍も対象としています。

引受緩和型定期医療

共済

通院中の方、病歴がある方など健康状態に不安がある方でも、簡単な告知でご加入

できます。入院・手術を保障するプランです。共済期間の満了まで健康に過ごされ

たときは祝金が受け取れます。

建物更生共済
火災はもちろん、地震や台風などの自然災害も幅広く保障します。また、満期共済

金は、建物の新築・改築や家財の買替資金としてご活用いただけます。

予定禾lj率変動型年金

共済

老後の生活資金準備のためのプランです｡医師の診査なしの簡単な手続きでご加入

できます。また、最低保障予定利率が設定されているので安心です。
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火災共済 住まいの火災損害を保障します。

自動車共済
相手方への対人・対物賠償保障をはじめ、ご自身．ご家族のための損害保障、車両

保障など、万一の自動車事故を幅広く保障します。

自賠責共済
法律ですべての自動車に加入が義務づけられています｡人身事故の被害者への賠償

責任を保障します。

傷害共済 日常のさまざまな災害による万一のときや負傷を保障します。

賠償責任共済 日常生活・業務中に生じた損害賠償責任などを保障します。



l【経営資料。



Ｉ決算の状況

1.貸借対照表 (単位:千円）

２４年度２５年度 ２４年度’２５年度｝

96712628197630811 96712628197630811趣資産の劃１台
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簾
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霧葎
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Ｌ信用事業負債

(1)貯金

(2)借入金

(3)その他の信用事業負債

未払費用

その他の負債

(4)債務保証

2.共済事業負債

(1)共済借入金

(2)共済資金

(3)共済未払利息

(4)未経過共済付加収入

(5)その他の共済事業負債

3.経済事業負債

(1)経済事業未払金

(2)経済受託債務

(3)その他の経済事業負債

4.雑負債

(1)未払法人税等

(2)資産除去債務

(3)その他の負債

5.諸弓|当金

(1)賞与弓|当金

(2)退職給付弓|当金

(3)役員退職慰労引当金

88,944,139

88,675,261

9,066

209,631

70,983

138,648

、５０，１８１

426,808

1８，４３９

223,479

308

184,531

5１

246,964

1７５，９９１

68,955

2,018

254,770

60,000

27,686

167,084

727,206

5２，１２８

664,849

１０，２２９

89,742,361

89,490,400

1３，０８８

192,741

53,430

1３９，３１１

4６，１３２

397,748

１４，２９７

204,345

225

178,685

1９６

490,819

４８６，３００

2,561

1,958

202,184

3８，０００

１５，５５６

148,628

730,763

49,608

666,756

14,399

負債の部合計 90,599,887 91,563,875

1.組合員資本

(1)出資金

(2)資本準備金

(3)利益剰余金

利益準備金

その他利益準備金

肥料供給価格安定積立金

税効果調整積立金

リスク管理積立金

電算機能強化等積立金

特別積立金

当期未処分剰余金

(うち当期剰余金）

(4)処分未済持分

2.評価･換算差額等

(1)その他有価証券評価差額金

6,107,061

2,257,840

43,044

3,812,286

1,965,036

1,847,250

4,021

2２２，１４１

６５１，５００

2６，０００

644,934

298,654

(253,038）
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純資産の部合計 6，１１２，７４１ 6，０６６，９３５

資産の部合計 9６，７１２，６２８ 9７，６３０，８１１ 負債及び純資産の部合計 9６，７１２，６２８ 9７，６３０，８１１
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2.損益計算書（単位:千円）
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.、事業総利益

1)信用事業収益

資金運用収益

(うち預金利息）

(うち有価証券利息）

(うち貸出金利息）

(うちその他受入利息）

役務取引等収益

その他事業直接収益

その他経常収益

(2)信用事業費用

資金調達費用

(うち貯金利息）

(うち給付補填備金繰入）

(うち借入金利息）

(うちその他支払利息）

役務取弓|等費用

その他事業直接費用

その他経常費用

(うち貸倒弓|当金戻入益）

信用事業総利益

(3)共済事業収益

共済付加収入

共済貸付金利息

その他の収益

(4)共済事業費用

共済借入金利息

共済推進費

共済保全費

その他の費用

(うち貸倒目|当金繰入額）

(うち貸倒弓|当金戻入益）

共済事業総利益

(5)購買事業収益

購買品供給高

修理サービス料

その他の収益

(6)購買事業費用

購買品供給原価

購買品供給費

修理サービス費

その他の費用

(うち貸倒引当金戻入益）

購買事業総利益

(7)販売事業収益

販売手数料

その他の収益

(8)販売事業費用

販売費

その他の費用

(うち貸倒目|当金戻入益）

販売事業総利益

(9)農業倉庫事業収益

(１０)農業倉庫事業費用

農業倉庫事業総利益

２，００９，６９１

802,501

765,682

(482,602）

(15,142）

(267,938）

(0）
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(36）

(327）
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(33,467）
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84,49

１１)利用事業収益

12)利用事業費用

|｣用事業総利益

13)福祉･介護保険事業収益

14)福祉･介護保険事業費用

冒祉･介護保険事業総利益

15)その他事業収益

16)その他事業費用

との他事業総利益

１７)指導事業収入

１８)指導事業支出

旨導事業収支差額

1.事業管理費

1)人件費

2)業務費

１３)諸税負担金

１４)施設費

15)その他事業管理費

罫業利益

B､事業外収益

(1)受取出資配当金

(2)賃貸料

(3)事務委託収入

(4)雑収入

4.事業外費用

(1)寄付金

(2)雑損失

(うち貸倒引当金戻入益）

径常利益

5.特別利益

(1)固定資産処分益

(2)一般補助金

6.特別損失

(1)固定資産処分損

(2)固定資産圧縮損

(3)減損損失

税引前当期利益

7.法人税･住民税及び事業税

(うち過年度法人税等）

8.法人税等調整額

法人税等合計

当期剰余金

当期首繰越剰余金

目的積立金取崩額

当期末処分剰余金
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３．注記表

（平成２４年度分）

宝(j琴iH薑雲菱芸譲茜蕊鯨l墓壽垣這痩毒i毒建議
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券（株式形態の外部出資を含む）

有価証券の評価基準及び評価方法は、「金融商品に係る会計基準の設定に関

する意見書」（平成１１年１月２２日企業会計審議会）に基づき、有価証券の保

有目的区分ごとに次のとおり行っています。

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの：期末曰の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理）

時価のないもの：移動平均法による原価法

②棚卸資産

購買品（農機具製品・自動車製品）

…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

購買品（上記以外の購買品）

…売価還元法による原価法

（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しています。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。また、租税特別措置法第６７条の５に基づき、平成１８

年４月１日以降取得した３００千円未満の少額減価償却資産については､その取

得額の各事業年度の合計額が３，０００千円を越えない分につき、全額損金算入し

ております。

また､取得価額100千円以上200千円未満の少額減価償却資産については、

法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っています。

(会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成２４年４月１日以後に取得した

有形固定資産について､改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更してお

ります。

これによる、当事業年度への影響は軽微であります。
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②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用ソフトウェアについては、当組

合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引

当要領に則り、次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に

係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大き

いと認められる債務者（破綻懸念先）にかかる債権のうち債権の元本回収に係

るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、債権

額から当該キャッシュ・フローと担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額を計上しています。

上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額の

いずれか多い金額を計上しています。

この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置法第５７条の１０により算定し

た金額に基づき計上しています。

すべての債権は､資産査定要領に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っています。

②賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業

年度負担分を計上しています。

③退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上し

ています。

なお、当組合は職員数３００人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給

付会計に関する実務指針(中間報告)」（日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第１３号平成１１年９月１４日）により簡便法を採用しています。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しています。
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⑤外部出資等損失引当金

外部出資等損失引当金は､当組合の外部出資先への出資に係る損失に備える

ため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、

株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により、必要と認められる額

を計上しています。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

（５）会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第２４号

平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号平成２１年１２月４日）を適用して

います。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（曰本公認会計士協会会計制度委

員会報告第１４号）に基づき、当事業年度の「貸倒引当金戻入益」は事業費用

又は事業外費用から控除しております。

熱蕊16萱繊蕊鴬霞liifi1ji;U議謹
（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合の圧縮記帳額

国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

は1,123,023千円であり、その内訳は以下のとおりです。

(うち当期圧縮記帳はありません｡）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

(うち当期圧縮記帳額３，２７１千円）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

建物

構築物

機械装置

車両運搬具

器具備品

土地

693,559千円

５６，４０９千円

272,346千円

１，１００千円

11,439千円

８８，１６９千円

（２）リース契約により使用する重要な固定資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両等の－部については、リース契約に

より使用しています。

（３）担保に供されている資産

定期預金2,000,000千円は為替取引の担保に供しています。
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（４）役員に対する金銭債権の総額・金銭債務の総額

金銭債権３８，５６４千円

金銭債務該当する金銭債務はありません。

）信用事業を行うＪＡに要求される注記

①貸出金のうち、リスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち破綻先債権額は21,543千円､延滞債権額は221,104千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していること

その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「末

収禾１１息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第

９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規

定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債

務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出

金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は８，９９２千円です。

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か

ら３か月以上遅延している貸出金及び実質的に３か月以上遅延しているとみな

す当座貸越で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として、金禾１１の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の

債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３

か月以上延滞債権に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額

の合計額は251,638千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

（５）信用事業を行う

iiii篝識iii猶jliiiiii識lIiill:鰯iii篭iijl
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内

の企業や団体等へ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫に預けているほか、国

債や地方債等の債券等の有価証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出

金及び有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされ

る信用リスクに晒されています。
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また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及び純投資目的（その他

有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リス

ク及び市場価格の変動リスクに晒されています。

③金融商品に係るリスク管理体制

ｉ）信用リスクの管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況等の悪化等により、資産（オフ・バ

ランスを含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクの

ことです。

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方

針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部

署を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査に

あたっては、取引先のキャッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うと

ともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を

厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、

資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金

について「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、資産及び財務

の健全化に努めています。

ii）市場リスクの管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの

変動により、資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を

被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのこ

とで、主に金利リスク、価格変動リスク等をいいます。

金禾リリスクとは、金禾Ⅱ変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金禾U又

は期間のミスマッチが存在している中で金禾l｣が変動することにより、利益が低

下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券

等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

当組合では、これらのリスクを的確にコントロールすることにより、収支及

び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と

のバランスを重視したＡＬＭへの取り組みを基本に､金融情勢の変化に機敏に

対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境

分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、

理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会

等を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運

用部門は、理事会及びＡＬＭ委員会等で決定した運用方針等に基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引について

はリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリ

－３７－



スク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーデイング目的以外の金融商

品です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける

主たる金融商品は､預金､有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、

貸出金、貯金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金

禾|｣の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を､金禾Ｉの変動リスクの管

理にあたっての定量的分析に利用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、

指標となる金利が０．０７％下落したものと想定した場合には、経済価値が

19,111千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利

とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を

超える影響が生じる可能性があります。

なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額

についても含めて計算しています。

iii）資金調達に係る流動性リスクの管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、

必要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を

余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混

乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不禾ﾘな価格で

の取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）の

ことです｡

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計

画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。また、市場流動'性リスク

については、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる

流動性（換金`性）を把握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行ってい

ます。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額の

ほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を

含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

－３８－



（２）金融商品の時価に関する事項

①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に

は含めず③に記載しています。

（単位：千円）

４４３－９(】

※貸出金には､貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付金３２，９６３千円

、を含めています。

※貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

※経済受託債権に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

②金融商品の時価の算定方法

【資産】

ｉ）預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごと

に、リスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価

値を時価に代わる金額として算定しています。

ii）有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

－３９－

貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 74,028,280 7３，９０５，０９８ ▲１２３，１８２

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

916,724

323,093

9３１，８６７

３２３，０９３

1５，１４３

０

貸出金

貸倒目|当金

貸倒弓|当金控除後

1０，７０６

▲１５７

,

，

3８６

５６２

10,548,823 10,992,725 443,902

経済受託債権

貸倒弓|当金

貸倒引当金控除後

936,480

▲３，２５９

9３３．２２１ 933,221 ０

資産計 8６，７５０，１４１ 87,086,005 3３５，８６３

貯金 8８，６７５，２６１ 88,562,276 ▲１１２．９８５

負債計 8８，６７５，２６１ 88,562,276 ▲１１２，９８５



iii）貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金禾Ｉを反映するため、

貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、

元禾Ｉ金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで害１１り

引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

なお、分害'|実行案件で未実行額がある場合には、未実行額も含めた元利金の

合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた額

に、帳簿価額に未実行額を加えた額に対する帳簿価額の害'１合を乗じ、貸倒引当

金を控除した額を時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿

価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

Ⅳ）経済受託債権

経済受託債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額を時価とみなし、帳簿価額から貸倒引当金を

控除した額を時価に代わる金額としております。

【負債】

ｉ）貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時

価とみなしています｡また､定期性貯金については､期間に基づく区分ごとに、

将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Libor・スワップレ

ートで害'１り引いた現在価値を時価に代わる金額としています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ

り、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。

（単位：千円）

※外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握するこ

とが極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしていません。

－４０－

貸借対照表計上額

外部出資 5,358,405

外部出資等損失引当金 ▲42,467

外部出資等損失弓|当金控除後 5,315,938



④金銭債権及び満期のある有価証券の決算曰後の償還予定額

(単位：千円）

７４０２８２８０

188873272432165363657218850218016224637
９３６４８０

7710799218238211085636928l88592179T6224637
※貸出金のうち、当座貸越660,321千円については「１年以内」に含めています。また、

期限のない劣後特約付貸出金については「５年超」に含めています。

※貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等107,729千円は償還

の予定が見込まれないため、含めていません。

⑤有利子負債の決算曰後の返済予定額

(単位：千円）

貯金６７０１４９５２７７１８１８５１１８８７８５２９８０２００１０７２９８０１０９２

※貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。

灘議惹iiiji議騨i雲鰯liiI鷺議
有価証券の時価、評価差額に関する事項は次の通りです。

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

６８６２８１６３２８

９３１８６７１５１４３

－４１－

1年以内
1年超

２年以内

2年超

3年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

預金 74,028,280 ０ ０ ０ ０ ０

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券のうち

満期があるもの

200

5４

,

，

０００

５００

０

9９，５００

287,000

145,000

340

1６

，

，

0００

０００

9０，０００

０

０
０

貸出金 1,888,732 724,321 653,636 5７２，１８８ 5０２，１８０ 6,224,637

経済受託債権 936,480 ０ ０ ０ ０ ０

合計 7７，１０７，９９２ 823,821 1,085,636 9２８，１８８ 5９２，１７９ 6,224,637

1年以内
1年超

2年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
5年超

貯金 67,014,952 7，７１８，１８５ 1１，８８７，８５２ 980,200 1，０７２，９８０ 1，０９２

貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借

対照表計上額

を超えるもの

地方債

金融債

236,771

679,953

245,587

686,281

8,816

6,328

合計 9１６，７２４ 9３１，８６７ 1５，１４３



（２）その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表

計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

※上記の差額から繰延税金負債２，３３４千円を差し引いた額５，６８０千円が、

「その他有価証券評価差額金」に含まれています。

薫蕊逗ji鑑iijji蕊lliiliijljilii注議
（１）退職給付に関する注記

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度に加え

て、全国農協役職員共済会との契約による退職給付制度を採用しています。

なお、退職給付に係る会計基準に基づく、当事業年度における退職給付債務の

内容等は次のとおりです。

①退職給付債務及びその内訳

ア．退職給付債務の額

イ．全国農協役職員退職給付金制度

ウ．退職給付引当金の額（アーイ）

②退職給付費用の内訳

ア．勤務費用の額

1,685,370千円

1,020,521千円

664,849千円

79,139千円

（２）特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済

組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

附貝Ｉ第５７条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業

務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金15,449千円を含めて計上し

ています。

なお、同組合より示された平成２４年３月現在における平成４４年３月までの特

例業務負担金の将来見込額は271,260千円となっています。

－４２－

種類

取得原価又

は

償却原価

貸借対照表

計上額
評価差額

貸借対照表計

上額が取得原価

又は償却原価を

超えるもの

国債
315,079 3２３，０９３ 8,014

合計 315,079 3２３，０９３ 8,014



|熟議議鑛篭籔鴬榎鰯鷺議
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳（単位：千円）

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の内訳

３１．０％

２１．３ＣＯ

溌篭iiiiiHliiiiiiiiiiiii塾
（１）劣後特約付貸出金

貸出金には、他の債権よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された

劣後特約付貸出金１，６３１，０００千円が含まれています。

－４３－

繰延税金資産

貸倒弓|当金損金算入限度超過額

賞与引当金

未払事業税等

退職給付引当金損金算入限度超過額

減損損失否認

資産除去債務

役員退職慰労弓|当金

ＪＡバンク支援積立金

外部出資等損失引当金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計（Ａ）

４
０
７
４
８
７
３
９
１
９
３
１
１

６
３
９
７
０
４
２
１
２
１
０
６
４

１
４
１
８
６
８
８
１
７
４
２
０
１

，
リ
ブ
，
，
，
，
ソ
，
リ
ブ
，
，

７
７
４
４
６
７
２
２
１
０
５
３
２

４
１

８
１
１
１
０
８
２

３
▲
２

１

繰延税金負債

有価証券評価に係る繰延税金負債

繰延税金負債合計（Ｂ）

４
４

３
３

３
３
，
，

２
２

繰延税金資産（負債）の純額（Ａ） (Ｂ） 219,807

法定実効税率 31.0％

交際費等永久に損金に算入

されない項目

受取配当金等永久に益金

に算入されない項目

住民税均等害Ｉ等

特別配当金

収容による所得控除

評価性弓|当額の増減

その他

％
％
％
％
％
％

９
８
３
７
１
７

●
●
●
●
●
●

１
１
１
２
４
４

▲
▲
▲
▲

％４
●

０

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.3％



（平成２５年度分）
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ii11ii1篝重l票ｌな；念i計友載I躯)壷l事1項Ｉ嚢関式!ろ注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券（株式形態の外部出資を含む）

有価証券の評価基準及び評価方法は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意

見書」（平成１１年１月２２日企業会計審議会）に基づき、有価証券の保有目的区分ご

とに次のとおり行っています。

満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの：期末曰の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理）

時価のないもの：移動平均法による原価法

②棚卸資産

購買品（農機具製品・自動車製品）

…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

購買品（上記以外の購買品）

…売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しています。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。また、租税特別措置法第６７条の５に基づき、平成１８

年４月１日以降取得した３００千円未満の少額減価償却資産については､その取

得額の各事業年度の合計額が３，０００千円を越えない分につき､全額損金算入し

ております。

また､取得価額100千円以上200千円未満の少額減価償却資産については、

法人税法の規定に基づき、３年間で均等償却を行っています。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、自社利用ソフトウェアについては、当組

合における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産査定要領、経理規程及び資産の償却・引

当要領に則り、次のとおり計上しています。
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破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に

係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額を計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能`性が大き

いと認められる債務者（破綻懸念先）については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支

払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。破綻懸念先

に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見

積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローと担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当てて

います。

上記以外の債権については、貸倒実績率で算定した金額と税法繰入限度額の

いずれか多い金額を計上しています。

この基準に基づき、当事業年度は租税特別措置法第５７条の９により算定した

金額に基づき計上しています。

すべての債権は､資産査定要領に基づき、融資担当部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果

に基づいて上記の引当を行っています。

②賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業

年度負担分を計上しています。

③退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度に発生していると認められる額を計上し

ています。

なお、当組合は職員数３００人未満の小規模企業等に該当するため、「退職給

付会計に関する実務指針(中間報告)」（日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第１３号平成１１年９月１４日）により簡便法を採用しています。

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しています。

⑤外部出資等損失引当金

外部出資等損失引当金は､当組合の外部出資先への出資に係る損失に備える

ため、出資形態が株式のものについては有価証券の評価と同様の方法により、

株式以外のものについては貸出債権と同様の方法により必要と認められる額
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を計上しています。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、固

定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、５年間で均等償却を行っ

ています。
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{三i蕊貸借iiit鰻匡表111嚢關堂簿注記
（１）資産に係る圧縮記帳額を直接控除した場合の圧縮記帳額

土地収用法を受けて、また国庫補助金等の受入により、有形固定資産の取得価額

から控除している圧縮記帳額は1,136,484千円（うち当期圧縮額114,950千円）で

あり、その内訳は以下のとおりです。

(うち当期圧縮記帳額５５，９２４千円）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

(うち当期圧縮記帳額５５，２７４千円）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

(うち当期圧縮記帳額３，７５２千円）

(うち当期圧縮記帳はありません。）

建物

構築物

機械装置

車両運搬具

器具備品

土地

666,000千円

５２，５９３千円

317,164千円

１，１００千円

１１，４５８千円

88,169千円

（２）リース契約によ'J使用する重要な固定資産

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両等の－部については、リース契約に

より使用しています。

（３）担保に供している資産

定期預金２，０００，０００千円は為替取引の担保に供しています。

（４）役員に対する金銭債権の総額・金銭債務の総額

金銭債権３７，９５６千円

金銭債務該当する金銭債務はありません。

（５）信用事業を行うｊＡに要求される注記

貸出金のうち、リスク管理債権の合計額及びその内訳

貸出金のうち､破綻先債権額は１５，２７２千円､延滞債権額は190,423千円です。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続していること

その他の事由により元本又は禾|｣息の取立て又は弁済の見込みがないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「末

収禾Ⅱ息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第

９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規

定する事由が生じている貸出金であります。
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また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債

務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出

金以外の貸出金です。

貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は８，９９０千円です。

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か

ら３か月以上遅延している貸出金及び実質的に３か月以上遅延しているとみな

す当座貸越で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として、金禾ljの減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の

債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３

か月以上延滞債権に該当しないものです。

破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額

の合計額は214,686千円です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

蕊蕊鱗譲算叢ｌｉ篝鐵鰯鷺記
（１）固定資産減損損失等

当事業年度において、以下の固定資産及び固定資産グループについて減損損失を

計上しました。

当組合は、事業に供している施設については店舗毎に、遊休資産については、各

固定資産をグルーピングの最小単位としています。本店及びＩ日ＪＡあさひ野南保支

所、経済関連施設、農業関連施設については独立したキャッシュ・フローを生み出

さないものの、他の資産グループのキャッシュ・フローの生成に寄与していること

からＪＡ全体の共用資産と認識しております。

｜日横山支店．１日小摺戸支店．|日青木支店・'日入善支店・旧舟見支店については、

支店の統廃合により遊休資産としたことから帳簿価額を回収可能額まで減額しまし

た。旧椚山支店については正味売却価格が帳簿価格を上回っており減損損失は発生

していません。１日野中支店については、行政との取壊しが決定していることから、

有姿除却損と取り壊し費用を計上しています。

－４７－

場所 用途 種類 その他

入善町横山 遊休 建物・構築物 １日横山支店

入善町一宿 遊休 建物・構築物 |日小摺戸支店

入善町青木 遊休 建物・構築物・土地 １日青木支店

入善町入膳 遊休 建物・構築物・機械装置・土地 |日入善支店

入善町舟見 遊休 建物・構築物 |日舟見支店

入善町舟見 給油所 士地 ひばりの給油所



ひばりの給油所については、営業収益が連続して赤字であること、短期的に実績

の回復が見込まれないことから帳簿価額を回収可能額まで減額しました。

その内訳は建物８６，４１１千円構築物２，３４７千円機械装置１円士地

61,822千円であり、当該減少額を減損損失150,580千円として特別損失に計上し

ました。

尚、上記の回収可能額は正味売却価額より測定しており、時価は固定資産税評価

額で算定しております。

溌霧蕊鴬篭鴬灘溌議議
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内

の企業や団体等へ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫に預けているほか、国

債や地方債等の債券等の有価証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出

金及び有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履行によってもたらされ

る信用リスクに晒されています。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及び純投資目的（その他

有価証券）で保有しています。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リス

ク及び市場価格の変動リスクに晒されています。

③金融商品に係るリスク管理体制

ｉ）信用リスクの管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況等の悪化等により、資産（オフ・バ

ランスを含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクの

ことです。

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方

針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本店に融資審査部

署を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査に

あたっては、取引先のキャッシュ・フロー等により償還能力の評価を行うと

ともに、担保評価基準等厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全`性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を

厳正に行っています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、

資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒引当金

について「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上し、資産及び財務

の健全化に努めています。
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ii）市場リスクの管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの

変動により、資産・負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し、損失を

被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのこ

とで、主に金利リスク、価格変動リスク等をいいます。

金禾|]リスクとは、金禾|]変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又

は期間のミスマッチが存在している中で金禾|｣が変動することにより、利益が低

下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスクとは、有価証券

等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

当組合では、これらのリスクを的確にコントロールすることにより、収支及

び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化と

のバランスを重視したＡＬＭへの取り組みを基本に､金融情勢の変化に機敏に

対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し等の投資環境

分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭ等を考慮し、

理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会

等を定期的に開催して、日常的な'情報交換及び意思決定を行っています。運

用部門は、理事会及びＡＬＭ委員会等で決定した運用方針等に基づき、有価

証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引について

はリスク管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェックし定期的にリ

スク量の測定を行い経営層に報告しています。

（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーデイング目的以外の金融商

品です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける

主たる金融商品は､預金､有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、

貸出金、貯金及び借入金です。

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金

利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を､金禾Ｉの変動リスクの管

理にあたっての定量的分析に未Ｉ用しています。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、

指標となる金利が０．０７％下落したものと想定した場合には、経済価値が

２４，１２１千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金禾'１を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利

とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を

超える影響が生じる可能性があります。

iii）資金調達に係る流動性リスクの管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、

必要な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金禾Uでの資金調達を
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余儀なくされることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混

乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格で

の取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）の

ことです。

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計

画を作成し、安定的な流動`性の確保に努めています。また、市場流動`性リスク

については、投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる

流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針等の策定の際に検討を行ってい

ます。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額の

ほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を

含む）が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

（２）金融商品の時価に関する事項

①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表

には含めず③に記載しています。

（単位：千円）

-５０－

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 7５，１１９，３９４ 7５，０２４，７３１ ▲94,664

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

716,863

264,449

726,180

264,449

9,318

０

貸出金

貸倒引当金

貸倒引当金控除後

1０，６１７

▲１４９

,

，

5５２

１８１

1０，４６８，３７１ 10,860,012 391,641

経済受託債権

貸倒引当金

貸倒引当金控除後

694,186

▲２，３３２

6９１，８５３ 6９１，８５３ ０

資産計 8７，２６０，９３１ 8７，５６７，２２７ 3０６，２９５

貯金 8９，４９０，４００ 89,428,764 ▲６１，６３７

負債計 8９，４９０，４００ 8９，４２８，７６４ ▲６１，６３７



※貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生貸付金19,039千円を

含めています。

※貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

※経済受託債権に対応する一般貸倒引当金を控除しています。

②金融商品の時価の算定方法

【資産】

ｉ）預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。満期のある預金については、期間に基づく区分ごと

に、リスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り引いた現在価

値を時価に代わる金額として算定しています。

ii）有価証券

債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

iii）貸出金

貸出金のうち、変動金禾Ⅲによるものは、短期間で市場金利を反映するため、

貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額によっています。

一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、

元利金の合計額をリスクフリーレートである円Libor・スワップレートで割り

引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿

価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

Ⅳ）経済受託債権

経済受託債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額を時価とみなし、帳簿価額から貸倒引当金を

控除した額を時価に代わる金額としております。

【負債】

ｉ）貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時

価とみなしています｡また､定期性貯金については､期間に基づく区分ごとに、

将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレートである円Libor・スワップレ

ートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額としています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであ

り、これらは①の金融商品の時価I情報には含まれていません。

－５１－



(単位：千円）

※外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握するこ

とが極めて困難であると認められるため、時価開示の対象とはしていません。

④金銭債権及び満期のある有価証券の決算曰後の償還予定額

(単位：千円）

７５１１９３９５

１７８４９５６７２６３８５６４１５９９５６８２５０１５９７２２８５１８２１７６

０１６９４１８６

７７６９８０３７１５８３８５９９７５９９６５８２５０１５９７２２８５１８２１７６

※貸出金のうち、当座賞越660,931千円については「1年以内」に含めています。

また、期限のない劣後特約付貸出金については「５年超」に含めています。

※貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等97,919,千円

は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

⑤有利子負債の決算曰後の返済予定額

(単位：千円）

貯金'63850228 １４０６５８６4２０７６う１９．３０t

※貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めています。

ｓｉ溌1有Ｉ価I証券臘関｛ず;る：注記

有価証券の時価、評価差額に関する事項は次の通りです。

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりです。

－５２－

貸借対照表計上額

外部出資 5，３５８，５８５

外部出資等損失弓|当金 ▲４２，８００

外部出資等損失弓|当金控除後 5,315,785

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

預金 7５，１１９，３９５ ０ ０ ０ ０ ０

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券のうち

満期があるもの

０

9９，５００

2８７，０００

１４５，０００

3４０

1６

，

，

000

000

9０，０００

０

０
０

０
０

貸出金 1，７８４，９５６ 726,385 6４１，５９９ 568,250 1,597,228 5，１８２，１７６

経済受託債権 6９４，１８６ ０ ０ ０ ０ ０

合計 7７，６９８，０３７ 1，１５８，３８５ 9９７，５９９ 658,250 1，５９７，２２８ 5，１８２，１７６

1年以内
1年超

２年以内

２年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

５年以内
5年超

貯金 63,850,228 1１，６１９，３０６ 11,742,076 869,561 1,406,586 2,644



(単位：千円）

４８３９９２３９９２

７２６１８０９３１８

（２）その他有価証券で時価のあるもの

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上

額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

※上記の差額から繰延税金負債１，０８１千円を差し引いた額２，８３７千円が、「その他

有価証券評価差額金」に含まれています。

重篭逼懸j;f騨議熊議
（１）退職給付に関する注記

職員の退職給付に充てるため、退職給与規程に基づき、退職一時金制度に加

えて、全国農林漁業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。

なお、退職給付に係る会計基準に基づく、当事業年度における退職給付債務

の内容等は次のとおりです。

①退職給付債務及びその内訳

ア．退職給付債務の額

イ．全国農林漁業団体退職金共済制度

ウ．退職給付引当金の額（アーイ）

②退職給付費用の内訳

ア．勤務費用の額

千円

千円

千円

1，６３９，５０４

９７２，７４９

６６６，７５５

86,510千円

－５３－

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借

対照表計上額

を超えるもの

地方債

金融債

236,863

480,000

2４２，１８８

483,992

5,326

3,992

合計 716,863 7２６，１８０ 9,318

種類

取得原価又

は

償却原価

貸借対照表

計上額
評価差額

貸借対照表計上

額が取得原価又

は償却原価を超

えるもの

国債
260,531 264,449 3,918

合計 260,531 264,449 3,918



（２）特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済

組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

附則第５７条の規定に基づき、｜日農林共済組合（存続組合）が行う特例年金等の業

務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金17,019千円を含めて計上し

ています。

なお、同組合より示された平成２５年３月現在における平成４４年３月までの特

例業務負担金の将来見込額は259,239千円となっています。

鱗灘勃：識ｉｉｉ鱒議溌議
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳（単位：千円）

－５４－

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額

賞与弓|当金

未払事業税等

退職給付弓|当金

減損損失

支店建物等取壊し

役員退任慰労引当金

ＪＡバンク支援積立金

外部出資等損失弓|当金

その他

繰延税金資産小計

評価'性弓|当金

繰延税金資産合計（Ａ）

44,902

16,626

3,304

1８５，０７７

47,388

6，３３５

３，９７４

1２，５９９

１１，８１３

6,756

338,774

▲１２０，７１８

２１８，０５６

繰延税金負債

有価証券評価に係る繰延税金負債

繰延税金負債合計（Ｂ）

1，０８１

１，０８１

繰延税金資産の純額（Ａ） ￣ (Ｂ） 216,975



（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の内訳

２９３０。

６８９ＣＯ

-５５－

法定実効税率 29.3％

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割等

過年度法人税

事業分量配当

収容による所得控除

評価性目|当額の増減

その他

研
州
酬
研
川
棚
％
％

６
，
４
５
乢
乢
川
川

▲

税効果会計適用後の法人税等の負担率 68.9％



４剰余金処分計算書 (単位:千円）

1．出資配当の割合は次のとおりです。

平成24年度1.5％平成25年度1.5％

2.事業分量配当金の基準は次のとおりです。

(注）

3．目的積立金の種類､積立目的､積立目標額､積立基準等は次のとおりです。

4.次期繰越剰余金には､営農指導､生活･文化改善の事業の費用に充てるための繰越額が含まれています。

平成24年度13,000千円

平成25年度10,000千円

－５６－

蕊篝篝1鑿篝鑿鰄鑿i篝iii1i篝篝篝ii蕊 自蕊i蕊i織鱗 ii灘議ｉ i1i鱗鑿；鑿i鑿iiiiij鑿蕊 霧ii鰯：鑿鑿iiiiiij蓑i藍蕊iii灘ｌｊｌｌ
1．当期未処分剰余金

(1)繰越剰余金

(2)当期剰余金

(3)目的積立金目的取崩額

（うち税効果調整積立金）

（うち電算システム機能強化等積立金

(うちリスク管理積立金）

298,654

3０，９１５

2５３，０３８

1４，７０１

(701）

(14,000）

(o）

2７４，１４７

62,340

2９，７２２

1８２，０８５

(4,085）

(6,000）

(172,000）

2.剰余金処分額

(1)利益準備金

(2)任意積立金

(3)目的積立金

(うちリスク管理積立金）

(4)出資配当金

うち普通出資に対する配当金

236,313

55,000

20,000

100,000

(100,000）

3３，７７３

(33,773）

27,540

223,985

10,000

１０，０００

160,000

(160,000）

33,576

(33,576）

10,409

3.繰越剰余金 6２，３４１ 5０，１６２

長期共済新契約高 購買品供給高（貯金決済） 当年産米売渡数量

平成24年度 7,387 3,958 1６．１９６

基準 満期額に対し 1,000円に対し2円91銭
24年産米完渡数量
1袋につき30円

平成25年度 6,638 3，７７１

基準 満期額に対し 1,000円に対し2円91銭

ii篝1鑿iiiiiiiiiijiii篝hijii iilliiiii灘
-゛ＭＷ犬;2.目1:
!;河:~商6万１
，:､ﾏ1舜呂:::裁

惣繍
･_｡｡■･qhj4q.、ﾛ■■
｛蕊灘議

ｸ：
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蟻(歎簸･欝さく1j;j;TIA
い'蕊;:皆鍵蕊鍵錘:;

鍛燐霧溌驍
,Ⅱ.Ｗ'.(:...｣:.:念｡と.承；･弓Z?’ず.ピヨ
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１鰯溌蕊i議蕊議蕊 篝iii1i篝篭111i鱗1鑿iiiil鑿iiili;鑿蕊鍵
肥料供給価格安定

積立金

肥料価格の安定供給の
為の積立

4.021

肥料の価格が期中上昇し、農家に相当の負担が発
生する場合、全農の通知に基づき積立額を限度と
して、価格上昇相当額を取り崩す。

税効果調整積立金 税効果会:+の為の積立 繰延税金資産相当額
繰延税金資産の回収された年度において回収相当
額を取り崩す。

リスク管理積立金

有価証券・貸出金・外
部出資金・固定資産に

対する損失に備える為

の積立

有価証券、貸出金、外部出資、

経済未収金、固定資産等の期末
帳簿価額の50/1000の達する金額

１期末において有価証券の運用益を上回る売却
損・評価損が発生したとき。
２自己査定による貸出金及び外部出資等の償
却・弓|当が生じたとき。
３固定資産の償却・処分及び減損が生じたと
き 。

電算システム機能強化

等積立金

県信用事業の機能強化
及び次期システム構築
にかかるコスト負担に

備える為の積立

20.000
電算システム機能強化等により多額の費用が発生
した場合において、その相当額。



５．財務諸表の正確性等にかかる確認書

室皀

確認

1．私は、当ＪＡの平成２５年３月１曰から平成２６年２月２Ｓ曰までの

事業年度にかかるデイスクロージャー誌に記載した内容のうち,財務諸

表作成に関するすべての重要な点において､農業協同組合法施行規則に

基づき適正に表示されていることを確認いたしました。

2．この確認を行うに当たり，財務諸表が適正に作成される以下の体制が

整備され，有効に機能していることを確認しております。

（１）業務分掌と所管部署が明確化され，各部署が適切に業務を遂行する

体制が整備されております。

（２）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切

性･有効性を検証しており，重要な事項については理事会等に適切に

報告されております。

（３）重要な経営'情報については，理事会等へ適切に付議･報告されてお

ります。

平成２６年４月２８日

みな穂農業協同組合

代表理事組合長

河‘勝二轍

－５７－



Ⅱ損益の状況

Ｌ最近の5事業年度の主要な経営指標 (単位:千円、口、人）

２２年度． ２３年度人 ２４年度 ２５年度２１年度：

６０５７２８４ ６１６９０４５ ６４０４４１３６２６５６５４ ６３２８６４４

９４７７７９ ８６５５５８ ８０２５０１ ７８４６４２１０９６３６３

５７９５２０ ５７１７２０ ５５４０７５ ５４６５２５５９１５８５

２３３６４０７ ２５１２４８８ ２７５５２１７２３４８５６８ ２４２７２２４

２２７２５１７２２１１８２７ ２３６２５７０ ２２８７０８９ ２３０３２６９

１１５５１ １１０８２ １２８９１ １４７６０１７３１１

１３４１２４ ２７７９４４ ３３１８９１ ２７７９２０２２１９９５

１３３５５５ ２５３０３８１４５５８７ １０６４３３ ２９７２２

５８８３２４７ ５９０９１９６ ５９５４３４３ ６１１２７４１ ６０６６９３５

９６４３２０３６９６５７０４４７ ９４９０７９４８ ９６７１２６２８ ９７６３０８１１

８８６４６６３３ ８７１１２７１６ ８８４６７５３９ ８８６７５２６１ ８９４９０４００

１２２５８０７７ １１９０１２７８ １１２１４５５５ １０６７３４２３ １０５９８５１３

１４５２３９６１６０８５２０ １１９９０４３ １２３９８１７ ９８１３１２

７２８７４ ７６３３９ ７８１３７ ６１３１４ ４３９８５

４５６５２ ３４１５４ ３３９８１ ３３７７３ ３３５７６

２７２２２ ４２１８５ ４４１５６ ２７５４０ １０４０９

２６４ ２５８ ２５０ ２４５ ２４９

１８．３５９ １８．３７％ １７．６７％ １８．５５％ １８．４２％

(注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

２．当期剰余金は､銀行等の当期利益に相当するものです。

３.信託業務の取り扱いは行っていません。

４.職員数は常傭人を含んでいます。
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経常収益

晴－用 事業収益

共済事業収益

農業関連事業収益

|生活その他事業収益
営農指導事業

6,265,654

1,096,363

591,585

2,348,568

2,211,827

1７，３１１

6,328,644

947,779

579,520

2,427,224

2,362,570

1１，５５１

6,057,284

865,558

571,720

2,336,407

2,272,517

11,082

6,169,045

802,501

554,075

2,512,488

2,287,089

12,891

6,404,413

784,642

546,525

2,755,217

2,303,269

１４，７６０

経常利益 221,995 134,124 277,944 3３１，８９１ 277,920

当期剰余金 145,587 106,433 133,555 253,038 29,722

出資金

（出資口数）

2,288,002

(2,288,002）

2,280,482

(2,280,482）

2,269,003

(2,269,003）

2,257,840

(2,257,840）

2,247,826

(2,247,826）

純資産額 5,883,247 5,909,196 5,954,343 6，１１２，７４１ 6,066,935

総資産額 96,570,447 94,907,948 96,432,036 96,712,628 97,630,811

貯金等残
■＿

局 88,646,633 8７，１１２，７１６ 88,467,539 88,675,261 89,490,400

貸出金残
凸一

局 1２，２５８，０７７ 11,901,278 11,214,555 10,673,423 10,598,513

有価証券残
●_

局 1,608,520 1,199,043 1,452,396 1,239,817 9８１，３１２

剰余金配当金額

出資配当 額

事業利用分量配当額

72,874

45,652

2７，２２２

7６，３３９

3４，１５４

4２，１８５

7８，１３７

3３，９８１

4４，１５６

6１，３１４

33,773

27,540

43,985

33,576

10,409

職員数 264 258 250 245 249

、、’

早 体自己資本比率 18.35％ 18.37％ １７．６７％ 18.55％ 18.42％



2.利益総括表 (単位:千円、％）

(注）１．資金運用収支＝資金運用収益一資金調達費用

２.役務取引等収支＝役務取引等収益一役務取引等費用

３.その他信用事業収支＝(その他事業収益十その他経常収益)－(その他事業直接費用十その他経常費用）

４.信用事業粗利益率＝信用事業総利益／信用事業資産(債務保証見返を除く)平均残高×100

５.事業粗利益率＝事業総利益／総資産(債務保証見返を除く)平均残高×100

3.資金運用収支の内訳 (単位:千円）

利回り平均残高 利息 平均残高 利息 利回り

７７４５７１８５５７２８３２ ０．９１％ ８４９１７００２ ７５４３０７ ０．８９％

７３２８２７３６ ４９１４９４ ０．６７％ ７３２３００８９ ４９５１８３ ０．６８％

１３４６１０７ １５１４２ １．１２％ 1088400 １１４７１ １．０５％

１０９４３９８９ ２６７９３８ ２．４５％ １０５９８５１３ ２４７６５３ ２．３４％

８８５８０７２８ ７１９６８ ０．０８％ ８８３３９９３３ ５８９４１ 0.07％

８８５７１４００ ７１９３２ ０．０８％ ８８３２６３８１ ５８９０７ 0.07％

９３２８ ０．３９％ １３５５２ ３４ ０．２５％

0.27％ ０．２０％

(注）１.総資金利ざや＝資金運用利回り一資金調達原価率(資金調達利回り＋経費率）

２.経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定(貯金･定期積金十借入金)平均残高

３.資金運用勘定の利息欄の預金には､農林中金からの事業分量配当金等が含まれています。

4.受取・支払禾|｣息の増減額 (単位:千円）

(注）１．増減額は前年度対比です。

２．受取利息の預金には､農林中金からの事業分量配当金等が含まれています。
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Ｙｌ１Ｉｉ〔項 目
Ｌ

缶

□か/24年度１Ｊ！
ＩＤ

25年度:》ｽ１１Ｗ;■〕了己 ,I(7)iJ増zJr刀■減ＥＪＴ

資金運用収支

役務取引等収支

その他信用事業収支

693,387

1６，０４７

▲３１，１８１

０
４
４

２
０
７

１
７
３

５
６
７

９
１
８

６

▲

1，７３３

6５７

▲５６，１９３

信用事業粗利益

(信用事業粗利益率）

678,253

０．７９

624,450

0.72

▲５３，８０３

▲０．０７

事業粗利益

（事業粗利益率）

2,009,690

2．０８

1,918,309

1.98

▲９１，３８１

▲０．１０
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】<]平均残高TLr 禾ｌＬ息 禾Ⅲ回り
IF

LiL/■平均残一:……局);)と ｣〕し利!＝(■息liL 利回り

資金運用勘定
＞

フ

＞

フ

＞

フ

ち預金

ち有価証券

ち貸出金

85,572,832

73,282,736

1,346,107

10,943,989

7７４，５７１

491,494

15,142

267,938

0.91％

0.67％

Ｌ12％

２４５％

84,917,002

73,230,089

1,088,400

10,598,513

754,307

495,183

1１，４７１

247,653

０．８９％

0.68％

1.05％

2.34％

資金調達勘定

うち貯金・定期積金

|うち借入金

88,580,728

88,571,400

9,328

71,968

71,932

3６

0.08％

0.08％

039％

88,339,933

88,326,381

13,552

5８，９４１

58,907

3４

0.07％

０．０７％

０．２５％

総資金利ざや 0.27％ 0.20％
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受取利
＞

フ

￣

フ

￣

フ

」息

ち預金

ち有価証券

ち貸出金

▲63,903

▲32,468

▲1,479

▲29,956

▲20,267

3,689

▲３，６７１

▲20,285

支払利 』息

うち貯金・定期積金
＞

フ ち借入金

▲３９，９６１

▲３９，９５２

▲９

▲１３，０２７

▲１３，０２５

▲２

差し弓’き ▲２３，９４２ ▲7,240



Ⅲ事業の概況

1.信用事業

(1)貯金に関する指標

①科目別貯金平均残高 (単位:千円、％）

６３２１ ２８３ ５３１７９７０ ８７ ２８１６４９

３２８７８９１ ７１６ ６２９７２９２５ ７１．２ ３１４９６６

０１ ４７２１１５９０５２ １１８４１

８８３３８１０６１００．０ 1000 ４５１５８８８３８３２６４

(注）１．流動性貯金＝当座貯金十普通貯金十貯蓄貯金十通知貯金

２.定期性貯金＝定期貯金十定期預金

②定期貯金残高 (単位:千円、％）

成比 残高

100.0 ６２６７１５７８ １００．０６１３１７５５８ 1３５４０２０

６１２９７７４６ ９９．９ ６２６５７３２７ ９９．９ １３５９５８１

１９８１２ １４２５１ ５５６１

(注）１．固定金利定期:預入１１寺に満期日までの利率が確定する定期貯金

２.変動金利定期:預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金

(2)貸出金等に関する指標

①科目別貸出金平均残高 (単位:千円）

増減

１９６３６８

１３１３８３

３２７７５１

②貸出金の金利条件別内訳残高 (単位:千円､％）

６６１７４７９ ６２．０ ６７７４４２４ ６３．９ 1５６９４５

３１．５ ３１２６３３２ ２９．５３３６０２８０ ２３３９４８

６９５６６４ ６９７７５７ ６．６ ２０９３

１００．０ １０５９８５１３１０６７３４２３ 100.0 ７４９１０
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流動 ￣」性貯金 25,036,321 28.3 25,317,970 28.7 281,649

定期 』性貯金 63,287,891 71.6 62,972,925 71.2 ▲314,966

その他の貯金 59,052 0.1 4７，２１１ 0.1 ▲１１，８４１

合計 88,383,264 100.0 8８，３３８，１０６ 100.0 ▲４５，１５８
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定期貯金
＞

|つ
￣

フ

ち固定金利定期

ち変動金利定期

61,317,558

61,297,746

1９，８１２

100.0

99.9

0.1

62,671,578

62,657,327

1４，２５１

100.0

99.9

0.1

1,354,020

1,359,581
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固定金利貸出 6,617,479 62.0 6,774,424 63.9 156,945

変動金利貸出 3,360,280 3１．５ 3,126,332 2９．５ ▲233,948

その他 695,664 6.5 697,757 6.6 2,093

合計 10,673,423 100.0 10,598,513 100.0 ▲７４，９１０



③貸出金の担保別内訳残高 (単位:千円）

霞
④債務保証見返額の担保別内訳残高 (単位:千円）

⑤貸出金の使途別内訳残高 (単位:千円、％）

残高構成比残高構成比

1２３６３０１１１６１１４１７５１１０８９４５５０

３７９２６８７３５５３７０２３８６３４９９０３０１

４１０４０２１３８５４３７８４１９４１３２７４３９８

１０９７８６２１０３９５３６５６９０１４４２０６

４４２５５２４１４２２３０１４０２０２５１

１０６７３４２３１０００１０５９８５１３１０００７４９１０

⑥貸出金の業種別内訳残高 (単位:千円、％）
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貯金・定期積金等 372,712 368,852 ▲3,860

不動産 237,453 2１２，００５ ▲２５，４４８

その他担保物 531,552 450,288 ▲81,264

小計 1,141,717 1,031,145 ▲１１０，５７２

農業信用基金協会保証 3,805,479 4,193,487 388,008

その他保証 579,950 575,784 ▲4,166

小計 4,385,429 4,769,271 383,842

信用 5,146,277 4,798,097 ▲348,180

合計 10,673,423 10,598,513 ▲７４，９１０
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貯金・定期積金等 2,645 2,645 ０

信用 47,536 43,487 ▲４，０４９

合計 50,181 46,132 ▲4,049
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設備資金 1,236,301 1１．６ 1,141,751 1０８ ▲９４，５５０

運転資金 3,792,687 35.5 3,702,386 3４．９ ▲90,301

住宅関連 4,104,021 38.5 4,378,419 41.3 274,398

生活関連 1,097,862 1０．３ 953,656 9.0 ▲144,206

その他 442,552 4.1 422,301 4.0 ▲２０，２５１

合計 10,673,423 100.0 10,598,513 100.0 ▲７４，９１０
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農業 366,159 3.4 348,309 3.3 ▲１７，８５０

製造業 7,797 0.1 7,602 ０．１ ▲１９５

建設・不動産業 3,560 0.0 1,818 0.0 ▲1,742

金融・保険業 1,631,000 1５．３ 1,631,000 1５．４ ０

卸売･小売･サービス業･飲食業 48,584 0.5 50,674 0.5 2,090

地方公共団体 2,641,637 24.7 2,467,192 23.2 ▲174,445

その他 5,974,686 56.0 6,091,918 57.5 117,232

合計 10,673,423 100.0 10,598,513 1００．０ ▲７４，９１０



⑦主要な農業関係の貸出金残高

(1)営農類型別 (単位:千円）

６４１

４１９６

(注）１.農業関係の貸出金とは､農業者､農業法人および農業関連団体等に対する農業生産･農業経営に必要な資金や、

農産物の生産･加工･流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

なお、｢⑥貸出金の業種別残高｣の｢農業｣は､農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

そのため、「(1)営農類型別｣と｢⑥貸出金の業種別残高｣の｢農業｣の残高は一致しません。

２．「その他農業｣には､複合経営で主たる業種が明確に位置付けられない者､農業サービス業､農業所得が従となる

農業者等が含まれています。

３Ｊ農業関連団体等｣には､ＪＡや全農とその子会社等が含まれています。

(2)資金種類別

〔貸出金〕 (単位:千円）

３８０２

６０３９４

２５６７３

３４７２１

６４１９６

(注）１.プロパー資金とは､当組合原資の資金を融資しているもののうち､制度資金以外のものをいいます。

２.農業制度資金には､①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの､②地方公共団体が利子補給等を行う

ことでＪＡが低利で融資するもの､③日本政策金融公庫が直接的または間接的に融資するものがあり､ここでは①及び

③の転貸資金と②を対象としています。

３.その他制度資金には､農業経営改善促進資金(スーパーS資金)や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕

該当する取引はありません。
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農業 603,238 667,434 6４，１９６

穀作 280,299 3５１，２２４ 7０，９２５

野菜・園芸 1５，６８７ 1２，０６１ ▲3,626

養豚・肉牛・酪農 23,977 2５，２０１ 1,224

その他農業 283,275 278,948 ▲4,327

〆△一 計ロ 603,238 667,434 64,196
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プロパー資金 313,180 316,982 3,802

農業制度資金 290,058 350,452 60,394

農業近代化資金 227,936 253,609 25,673

その他制度資金 62,122 96,843 3４，７２１

合計 603,238 667,434 64,196



⑧リスク管理債権の状況 (単位:千円）

６２７１

３０６８１

３６９５３

(注）１．破綻先債権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く｡以下｢未収利息不計上貸出金｣という｡）
のうち､法人税法施行令第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出
金をいいます。

２.延滞債権

未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶
予したもの以外の貸出金をいいます。

３．３カ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している貸出金で､破綻先債権および延滞債権に該当し
ないものをいいます。

４.貸出条件緩和債権

債務者の再建又は支援を図ることを目的として､金禾|｣の減免,利息の支払猶予､元本の返済猶予､債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で､破綻先債権､延滞債権および3カ月以上延滞債権に該当しないものをいいま
す。

⑨金融再生法開示債権区分に基づく保全状況 (単位:千円）

合計

９２６５０１２２１０５ ２３６８１ ５７７３ １２２１０４

８３５９０ ５９２８３ ２４３１ ２１８７６ ８３５９０

８９９０ ８９９０ ８９９０

８２９６４ １７１９４ １１４５２６２１４６８５ ２１４６８４

１０４８６２７２

１０７００９５７

(注)｡,i鰯鰯|毒蕊鱗蕊溌鱸謙二1櫛ﾘｾﾞ善!(平成'０年法律第'32号)第6条に基づき債務者
①破産更生債権及びこれらに準ずる債権

法的破綻等による経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権

②危険債権

経営破綻の状況にはないが､財政状況の悪化等により元本および利息の回収ができない可能性の高い債権

③要管理債権

３ヵ月以上延滞貸出債権および貸出条件緩和貸出債権

③正常債権

上記以外の債権

⑩元本補てん契約のある信託に係る貸出金のﾘｽｸ管理債権の状況

該当する取引はありません。
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破綻先債権額 21,543 1５，２７２ ▲６，２７１

延滞債権額 221,104 190,423 ▲３０，６８１

３ヵ月以上延滞債権額 8,992 8,990 ▲２

貸出条件緩和債権額 ０ ０ ０

合計 251,639 214,686 ▲３６，９５３
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▲IL 合ｈＩ４ｉ計溌
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 122,105 23,681 5,773 92,650 122,104

危険債権 83,590 59,283 2,431 21,876 83,590

要管理債権 8,990 ０ 8,990 ０ 8,990

小計 214,685 82,964 17,194 114,526 214,684

正常債権 10,486,272

合計 10,700,957



Ｏ｢リスク管理債権｣｢金融再生法に基づく開示債権｣と｢自己査定における債務者区分｣との関係

(単位:千円）

金融再生法債権区分における開示債権
（対象:信用事業における給与信）

リスク管理債権
(対象:貸出金）

自己査定における債務者区分
（対象:給与信）

昨破産更正債権及び
これらに準ずる債権
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●破産更生債権及びこれらに準ずる伎権

破産手続開始､更生手続開始､再生手続開始の
申立て等の事由より経営破綻に陥っている債務者に
対する債権及びこれらに準ずる債権

●危険伍権
債務者が経営破綻の状態には至っていないが､財
政状態及び経営成績が悪化し､契約に従った債権
の元本の回収及び利息の受取りができない可能性
の高い債権

●要管理伍権
三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権(経済
的困難に陥った債務者の再建又は支援を図り、当
該債権の回収を促進すること等を目的に､債務者に
有利な一定の譲歩を与える約定条件の改定等を
行った貸出債権

●正常憤権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がな
いものとして､上記以外のものに区分される債権

●破綻先偵権

元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取
立て又は弁済の見込みがないものとして未収利
息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部
分を除く｡以下｢未収利息不計上貸出金｣とい
う｡）のうち､法人税法施行令第九十六条第一項
第三号のイからホまでに掲げる事由又は同項第
四号に規定する自由が生じている貸出金

●延滞伎権

未収利息不計上貸出金であって､破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸
出金

●3カ月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から
三月以上遅延している貸出金(破綻先債権及び
延滞債権を除く）

●貸出条件恨和債権
債務者の経営再建等を図ることを目的として、
金利の減免､利息の支払猶予､元本の返済猶
予､債権放棄その他の債務者に有利となる取決
めを行った貸出金(破綻先債権､延滞債権及び
3ヵ月以上延滞債権を除く）

●破綻先
法的･形式的な経営破綻の事実が発生している債

務者

●実質破綻先
法的･形式的な経営破綻の事実は発生していない

ものの､深刻な経営難の状態にあり､再建の見通し
がない状況にあると認められる等実質的に経営破綻
に陥っている債務者

●破綻雇念先
現状経営破綻の状況にはないが､経営難の状態
にあり､経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく､今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者

●要管理先
要注意先の債務者のうち当咳債務者の債券の全
部または－部が次に掲げる要管理先債権である債
務者

ｉ３カ月以上延滞債権

元金または利息の支払いが､約定支払日の翌日を

起算日として3カ月以上延滞している貸出債権

ｉｉ貸出条件緩和仮権
経済的困難に陥った債務者の再建または支援を
はかり、当該債権の回収を促進すること等を目的に、
債務者に有利な一定の穣歩を与える約定条件の改
定等を行った貸出債権

●その他の要注意先

要管理先以外の要注意先に属する債務者

●正常先
業況が良好､かつ､財務内容にも特段の問題がな
いと認められる債務者

●その他
査定対象外となる国､地方公共団体､被管理金融
機関等
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⑪貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 (単位:千円）

区分期首期中期中減少額期末期首期中期中減少額期末

残高増加額目的使用その他残高残高増加額目的使用その他残高

一般貸倒引当金４３４６８４０３９３－４３４６８４０３９３４０３９３３８４４０－４０３９３３８４４０

個別貸倒引当金１８４６００１４６０９７１２９９１８３３０１１４６０９７１４６０９７１３７６１０４４９６１４１６０１１３７６１０

△も 胃＋２２８０６８１８６４９０１２９９２２６７６９１８６４９０１８６４９０１７６０５０４４９６１８１９９４１７６０５０口

(注)期中減少額｢目的使用｣は､貸出金償却、「その他｣は洗替えによる取崩額です。

⑫貸出金償却の額 (単位:千円）

２４年度 ２５年度

貸出金償却額

(注)貸出金償却は､すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権について､償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。

(3)内国為替取扱実績 (単位:千件､千円）

向削 向向ｌ被lf1
１９００９

数
額
数
額
数
額
数
額

件
金
件
金
件
金
件
金

Ⅲ813811186758991213302618646768

２９９００

１６６７５２

９２９８５

１８７８６９５６

１５９６４８７８１９

１２３１０８５１１８７５８１４０

(4)有価証券に関する指標

①種類別有価証券平均残高 (単位:千円）

(注)貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。

②商品有価証券種類別平均残高

該当する取引はありません。
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区■分

~｢

24年度

FO

期首

残高Ⅱ

期中

増加額

期中減少額＝
守

目的使用 その他

期末

残高ｈ

25年度

期首

残高

期～中

増加額

期中減少額
｡◆
､『

目的使用 <その他 。

期末

残高

一般貸倒引当金 43,468 4０，３９３ 43,468 40,393 40,393 38,440 4０，３９３ 3８，４４０

個別貸倒引当金 184,600 146,097 1,299 183,301 146,097 146,097 137,610 4,496 １４１，６０１ 1３７，６１０

合計 228,068 186,490 1,299 226,769 186,490 186,490 176,050 4,496 181,994 1７６，０５０
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19,009

1１，４８１，３８１

92,484

18,675,899

14,660

1２，１３３，０２６

8７，３７１

18,646,768

代金取立為替
件数

金額

1５

2１，１９０

1１
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雑為替
件数

金額
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177,756

490
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441
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合計
件数

金額

20,048

11,680,327

92,985

18,786,956

15,964

1２，３１０，８５１

8７，８１９

18,758,140
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国債 393,812 291,088 ▲102,724

地方償 317,483 236,771 ▲８０，７１２

金融債 634,812 560,541 ▲７４，２７１

合計 1,346,107 1,088,400 ▲257,707



③有価証券残存期間別残高 (単位:千円）

１６０００５４５００ ２４４５００ ３１５０００

２３７０００ ２３７０００

４３００００２０００００ ５００００ ６８００００

９９５００ １６１０００ ２６０５００

２３７０００ ２３７０００

９００００３９００００ ４８００００

(5)有価証券の時価'情報等

①有価証券の時価情報等 (単位:千円）

評価損益 取得価額 評価損益取得価額 時，1，

９１６７２４ ９３１８６７ １５１４３ ７１６８６３ ７２６１８０ ９３１７

３１５０７９ ３２３０９３ ８０１４ ２６０５３１ ２６４４４９ ３９１８

２３１５７ ９７７３９４ ９９０６２９１２３１８０３ １２５４９６０ 1３２３５

(注）１．時価は期末日における市場価格等によっております。

２.取得価額は取得原価又は償却原価によっています。

３.売買目的有価証券は保有しておりません。

４.満期保有目的の債券については､取得価額を貸借対照表価額として計上しております。

５.その他有価証券については時価を貸借対照表価額としております。

②金銭の信託の時価,情報等

該当する取引はありません。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引

該当する取引はありません。
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24年度

国債 54,500 244,500 16,000 ０ ０ ０ ０ 315,000

地方債 ０ 237,000 ０ ０ ０ ０ ０ 2３７，０００

金融債 200,000 5０，０００ 430,000 ０ ０ ０ ０ 680,000

25年度

国債 99,500 1６１，０００ ０ ０ ０ ０ ０ 260,500

地方債 ０ 237,000 ０ ０ ０ ０ ０ 237,000

金融債 0 390,000 90,000 ０ ０ ０ 0 480,000

保有〈'区二分
24年度

取得価額 時価 評価損益

25年度 ‘

取得価額 時~価 評:価損益

満期保有目的 916,724 931,867 1５，１４３ 716,863 726,180 9,317

その他 315,079 323,093 8,014 260,531 264,449 3,918

合計1，２３１，８０３ 1,254,960 2３，１５７ 977,394 990,629 13,235



2.共済取扱実績

(1)長期共済新契約高･長期共済保有高 (単位:千円）

１６１８９８６５１１６５１７８０５２

３２２７０８８０５

(注）金額は､保障金額(がん共済はがん死亡共済金額､医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額(付加された定期特約金額等
寸

を含む)、年金共済は付加された定期特約金額)を表示しています。

(2)医療系共済の入院共済金額保有高 (単位:千円）

(注）金額は､入院共済金額を表示しています。

(3)年金共済の年金保有高 (単位:千円）

(注）金額は､年金年額(利率変動型年金にあっては､最低保証年金額)を表示しています。
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5,312,729
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2,107,758
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０

０
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1,219,600

63,388

30,000

建物更生共済 8,599,600 165,178,052 8,719,800 161,898,651

合計 １６，３８３，５８７ 322,708,805 1６，７７０，５７５ 3１１，７１５，５５７
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年金開始前 63,492 1,567,830 8６，３３１ 1,546,015

年金開始後 ０ 683,621 ０ 690,333

合計 63,492 2，２５１，４５１ 8６，３３１ 2,236,348



(4)短期共済新契約高 (単位:千円）

1.金額は､保障金額を表示しています。

2．自動車共済､賠償責任共済、自賠責共済は掛金総額です。

(注）
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火災共済 3７，３９０，１５０ 3１，６６５ 38,081,830 3２，０７７

自動車共済 417,465 426,870

傷害共済 55,776,500 7．１５１ 58,647,500 8,219

定額定期生命共済 4,000 5０ 4,000 5０

賠償責任共済 222 238

自賠實共済 ７３’０７２ 7９，９０９

合計 5２９，６２５ 547,363



３経済事業取扱実績

(1)貢取購買品取扱実績 (単位:千円）

(2)受託販売品取扱実績 (単位:千円）

4.指導事業 (単位:千円）
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20,268
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生
活
物
資

米

食料品
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衣料品．装飾品

日用品

ＬＰＧ・燃料

油類

自動車

その他耐久資材

住宅

葬祭

計

45,908

126,499

68,780

21,029

52,429

189,977

946,876

302,415

92,455

54,691

151,133

2,052,192

47,695

180,999

63,782

12,265

41,544

178,527

976,048

347,658

63,917

54,691
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合計 3,903,927 4,172,176
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入

賦課金

指導事業補助金

実費収入

計

6,196

20,872

2,683

29,751

6,192

20,256

2,512

28,960

支
出

営農改善費

生活文化事業賛

教育情報費

計

66,891

26,010

14,527

107,428

64,161

26,764

1５，１５２

106,077



Ⅳ経営諸指標

1.利益率 (単位:％）

(注）１.総資産経常利益率＝経常利益／総資産(債務保証見返を除く)平均残高×１００

２.資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００

３.総資産当期純利益率＝当期剰余金(税引後)／総資産(債務保証見返を除く)平均残高×1００

４.資本当期純利益率＝当期剰余金(税引後)／純資産勘定平均残高×１００

2.貯貸率･貯証率 (単位:％）

期・・、′均

期・・、′均

(注）１.貯貸率(期末)＝貸出金残高／貯金残高×１００

２.貯貸率(期中平均)＝貸出金平均残高／貯金平均残高×１００

３貯証率(期末)＝有価証券残高／貯金残高×１０ｏ

２.貯証率(期中平均)＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００

－７０－
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総資産経常利益率 0．３４ 0.29 ▲０．０５

資本経常利益率 5．５０ 4．５６ ▲０．９４

総資産当期純利益率 ０．２６ ０．０３ ▲０．２３

資本当期純利益率 4．１９ 0.49 ▲３．７０
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貯貸率
期末

期中平均

12.04

1２．３６

11.84

1２．０４

▲０．２０

▲０．３２

貯証率
期末

期中平均

1.40

１．５２

1．１０

1．２３

▲０．３０

▲０．２９



Ｖ自己資本の充実の状況

1．自己資本の構成に関する事項 (単位:千円、％）

２４年度 ２５年度

６０４５７４６ ６０２０１１４

２２５７８４０ ２２４７８２６

４３０４４ ４３０４４

２０２００３６ ２０３００３６

１６６８５９５ １６５６５１１

６２３４０ ５０１６３

６１０９ ７４６６

４０３９３ ３８４４０

４０３９３ ３８４４０

６０８６１３９ ６０５８５５４

６０８６１３９ ６０５８５５４

３２８０５２５５ ３２８８２４６０

２８９９４２４６ ２９１５１２３０

５０１８１ ３７０７６

３７６０８２８ ３６９４１５５

１８．４２ １８．３１

１８．５５ １８．４２

(注)芸,製塞Mﾓ麓灘儂林水産省告示第２号｢農業協同組合等がその健全性を判断するための基準｣に定められた算
２.当ＪＡは､信用リスク･アセット額の算出にあたっては標準的手法､適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の
簡便手法を､オペレーショナノレ･ﾘｽｸ相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。

3.平成20年度から平成26年３月30日までの期間における自己資本比率の算出には､その他有価証券評価差損を基本的項目か
ら控除しないことから､｢その他有価証券の評価差損｣は｢－｣(ハイフン)を記載する。

4.当ＪＡが有する全ての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

－７１－
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基本的項目 （Ａ）

出資金

,資本準備金

利益準備金

任意積立金

次期繰越乗り余金

処分未済持分

6,045,746

2,257,840

43,044

2,020,036

1,668,595

6２，３４０

▲6,109

6，０２０，１１４

2,247,826

43,044

2,030,036

1，６５６，５１１

5０，１６３

▲7,466

補完的項目 （Ｂ）

土地の再評価差額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額

一般貸倒引当金

40,393

40,393

38,440

38,440

自己資本総額（Ｃ）
－

－ (Ａ)＋(Ｂ） 6，０８６，１３９ 6,058,554

控除項目 （Ｄ） ０ ０

自己資本額（E）
￣

￣ (Ｃ)－(Ｄ） 6,086,139 6,058,554

リスク･アセット等計 （F）

資産(オン･バランス)項目

オフ･バランス取引等項目

オペレーショナル･ﾘｽｸ相当額を8％で除して得た額

32,805,255

28,994,246

5０，１８１

3,760,828

32,882,460

2９，１５１，２３０

3７，０７６

3,694,155

基本的項目比率（Ａ)／(F） 18.42 1８．３１

自己資本比率（Ｅ)／(F） 1８．５５ １８．４２



２自己資本の充実度に関する事項

①信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 (単位:千円）

9688338812899424511597709258019524182303967292

１５０４３３ １４７７６６

１３１２２１０ １３１５２９８

(注）１．「リスク･アセット額｣の欄には､信用リスク削減効果適用後のリスク･アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。

２.「エクスポージャー｣とは､リスクにさらされている資産(オフ･バランスを含む)のことをいい､具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

３．「三月以上延滞等｣とは､元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージヤ_及び｢金融機関向け及び第
一種金融商品取引業者向け｣、「法人等向け｣等においてリスク･ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

４．「証券化(証券化エクスポージャー)｣とは､原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し､その－部または全部を
第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

５．「上記以外｣には､現金･外国の中央政府及び中央銀行向け･国際決済銀行等向け･外国の中央政府等以外の公共部門向け･国際開発銀行向け｡取立未
済手形･未決済取引･その他の資産(固定資産等)が含まれます。

６.当ＪＡでは､オペレーショナル･ﾘｽｸ相当額の算出にあたって､基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル･ﾘｽｸ相当額を8％で除して得た額の算出方法(基礎的手法)＞

￣……….…………………...………………….……………………..………………………..………….……………….…･……………………ｉ
粗利益(正の値の場合に限る)×１５％)の直近3年間の合計額

÷８％
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

、●●ロ●･●●●●､●●●●●●●●●●●●●●の●､●●●●●●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●■■●●●●●●●●●の●●●ｃ●●●●●●●●ｃｏＣ●●■●●●●■●●●●B●●●●●●●●●●●●●b●●●●●ﾛ●■●●●●●■､●●⑪●●●●●●●●●●ｐ●●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●
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我が国の中央政府及び中央
銀行向け

我が国の地方公共団体向け

金融機関及び第一種金融商

品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向
け

抵当権付住宅ローン

三月以上延滞等

信用保証協会等保証付

共済約款貸付

出資等

上記以外

316,541

2,885,472

7６，３８７，９４１

229,509

8４５，１６０

813,548

105,515

3,810,088

1８，７４７

5,380,705

6，０９０，１６２

０

０

1６，６１１，８８５

229,325

422,985

278,506

2２，８５８

370,904

０

5，３１５，９３８

5,741,844

０

０

664,475

9，１７３

1６，９１９

1１，１４０

914

1４，８３６

0

212,638

229,674

2６１，８１６

2,716,172

77,277,248

153,049

7８８，１１０

710,866

98,855

4,192,435

14,522

5,380,885

986,237

０

０

１６，７８８，８３２

1５３，０４９

383,467

243,599

1１，８７９

409,735

０

5,315,785

8７５，９５７

０

０

671,553

6,122

1５，３３９

9,744

475

１６，３８９

０

2１２，６３１

35,038

合計 96,883,388 28,994,245 1,159,770 92,580,195 2４，１８２，３０３ 967,292

オペレーショナノレ･リスク

に対する所要自己資本額
＜基礎的手法＞

オペレーショナノレ･リスク相当額を

8％で除した額

ａ

3,760,828

所要自己資本額

b＝ａ×４％

1５０，４３３

オペレーショナノレ･リスク相当額を
8％で除した額

ａ

3,694,155

所要自己資本額

b＝ａ×４％

147,766

所要自己資本額計

リスク･アセット等(分母)計

ａ

3２，８０５，２５５

所要自己資本額

b＝ａ×４％

1,312,210

リスク･アセット等(分母)計

ａ

32,882,460

所要自己資本額

b＝ａ×４％

1,315,298



S・信用リスクに関する事項

①標準的手法に関する事項

当JAでは自己資本比率算出にかかる信用リスク･アセット額は告示に定める標準的手法により算出
しています｡また､信用リスク･アセットの算出にあたって､リスク･ウエイトの判定に当たり使用する格付
等は次のとおりです。

(ア)リスク･ウエイトの判定に当たり使用する格付けは､以下の適格格付機関による依頼格付けのみ
使用し､非依頼格付は使用しないこととしています。

(注)｢リスク･ウェイト｣とは､当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

(イ)リスク･ウエイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク･スコアは､主
に以下のとおりです。

－７３－

lJiln:;けllilj適/;IFごＩ■ji/１ｍい； (回格:！（；!ごＷｊｌｊＪｌｌ｣(格|(JHj1Y〃ＦｈｌｐＪ付/＃， ;Ｊ４ｐ乱ﾊ丘機i<〃｣い)ﾊＷ関｝い｛

株式会社格付投資情報センター(Ｒ＆Ｉ）

株式会社日本格付研究所OCR）

ムーディーズ･インベスターズ･サービス･インク(Moody，s）

スタンダード．アンド･プアーズ･レーティングズ･サーピシズ(Ｓ＆Ｐ）

フィッチレーティングスリミテッド(Fitch）

ノエクスポージャー （■｣適格格付機関ｴﾙ,～ １０ カントリーリスク?スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー(長期） Ｒ＆I、Moody,ｓ､ＪＣＲ、Ｓ＆Ｐ、Fitch

法人等向けエクスポージャー(短期） Ｒ＆I、Moody，ｓ､ＪＣＲ、Ｓ＆Ｐ、Fitch



②信用リスクに関するエクスポージャー(業種別､残存期間別)及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（単位:千円）

ビ
１信用リスクに関するエクスポージャーの残高には､資産並びにオフ･バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

2．「貸出金等｣とは､貸出金のほか､ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ及びその他のデリバテイプ以外のオフ･バランスシート･エクスポージャーを含んでいます。「ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ｣とは、
契約した期間および融資枠の範囲内でお客様のご請求に基づき､金融機関が融資を実行する契約のことをいいます｡「貸出金等｣にはｺﾐｯﾄﾒﾝﾄの融資可能
残額も含めています。

3．「三月以上延滞エクスポージャー｣とは､元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

4．「その他｣には､ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

5．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため､地域別の区分は省略しております。

6.前年度数値との乖離は、「⑦主要な農業関係の貸出金残高｣の開示に伴い､平成22年３月末に顧客データの業種コード(その他(未設定)から該当業種へ）

(注）

の修正を行ったことによるものです。

－７４－

24年度

信用リスクに関するエクスポージャーの残高

+'

うち
貸出金等

うち

Ⅲ債券

三月以上

延滞エクス
ポージ

01

DP

25年度Ⅱ

信用リスクに関するエク

｡、jOU1

lIIq,Ⅲ
仇

スポージヤーの残高

りちjｔ 0,｡Ｉ
*､。

貸出金等｝

Ⅱ』 iうち｡〈
「債券ﾉリ

三月以上

延滞エクス
ぃポージャー

業種別残 高 計

367,357

7,839

3,570

76,271,046

48,597

3,208,297

5,577,492

5,963,481

5,485,891

96,933,570

367,357

7,839

3,570

1,667,871

48,597

2,654,262

71,691

5,943,915

826

10,765,928

0

０

0

681,426

0

554,035

０

0

０

1,235,461

０

０

０

０

0

０

０

103,496

2,018

105,514

349,301

7,607

1,820

77,171,894

50,693

2,977,988

5,535,887

6,138,138

5,612,414

97,845,742

349,301

7,607

1,820

1,666,728

50,693

2,478,587

42,277

6,076,853

０

10,673,866

０

０

０

480,590

０

499,402

０

０

０

979,992

０

0

０

０

０

０

829

98,026

0

98,855

１年以下

１年超３年以下

３年超５年以下

'５年超７年以下
'７年超１０年以下

１０年超

|覇~頑~あ~歪-55-あ~ｦ5ﾐｰT了Ｔ５ラ
残存期間別合計

74,597,971

942,831

1,156,241

2,592,044

532,220

10,036,240

7,076,023

96,933,570

803,867

409,530

709,608

2,592,044

532,220

5,192,320

526,339

10,765,928

255,526

533,301

446,634

０

0

０

0

1,235,461

75,917,650

1,255,106

2,143,575

,1,042,837

504,790

1１，０１９，１５１

5,962,633

97,845,742

687,709

465,258

2,053,441

1,042,837

504,790

5,360,606

559,224

10,673,865

100,010

789,848

・90,133

０

504,790

0

０

1,484,781



③貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 (単位:千円）

期中減少額 期中減少額

目的使用 その他 目的使用 その他

４３４６８ ３４６８ ４０３９３ ３８４４０ ８４４０４０３９３

１４６０９７１４６ 13700 ４４９６ ６１０１８４６

④業種別の個別貸倒引当金の期末残高･期中増減額及び貸出金償却の額 (単位:千円）

期中城少額 期中減少額
■

目的使用目的使用 その他 その他

４９０２ ４９０２

卸売･小売･飲食･サービス業

６５８１５ ２５１６５８１５ ８１５ ６５２５１２３０：Ｉ ６５８１５

８０２８２ ８０２８２ ６７４５７ ４４９６ ７５７８６ ６７４５７８０２８２ １２９９ 1５２６１５１５３９１４

1４６０９７ １４６０９７ １３７６１０ ４４９６１２９９ １８３３０１ １４１６０１ １３７６１０１８４６００ １４６０９７

(注)１．当ＪＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため､地域別の区分は省略しております。

2.期中城少額｢目的使用｣は､貸出金償却、｢その他｣は洗替えによる取崩額です。

3.貸出金償却は､償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。
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25年度
｡

期首
残高

期中
増加額

期中減少額了メ
目的使用 fその他

期末
残高

般貸倒引当金 43,468 40,393 43,468 40,393 40,393 38,440 40,393 38,440

個別貸倒引当金 184,600 146,097 1,299 183,301 146,097 146,097 137,610 4,496 141,601 137,610
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人

HＬ業

製造業

建設・不動産業

金融・保険業

卸売･小売･飲食･サービス業

上記以外

個人

０

0

０

0

7,006

23,680

153,914

０

0

0

０

０

65,815

80,282

0

0
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０

０

0
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0

０
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０
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0
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⑤信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額 (単位:千円）

格付あり格付なし′計・終付あり｜格付なし
３４４９２９］ ３４４９２９１ ３２４６

３７１４９ ４０

７４７７４７

８０４２９９ ８０４２０， ７０２６８３

９１６３４ ９１６

５７５７９７ ５２５７３２

１３０３５１８５ １３０３５１８５ １３０９３６４０ １３０９３６４０

７８

Ｏ９６４０５０１３９６４０５０１３０９７３７８BBB

(注）「格付あり｣にはエクスポージャーのリスク･ウエイト判定において格付を使用しているもの、「格付なし｣にはエクスポージャーのリスク・

ウエイト判定において格付を使用していないものを記栽しています｡なお､格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

4.信用リスク削減手法に関する事項

①信用ﾘｽｸ削減手法に関するﾘｽｸ管理の方針及び手続の概要

「信用リスク削減手法｣とは、自己資本比率算出における信用リスク･アセット額の算出において､エ
クスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に､エクスポージャー
のリスク･ウエイトに代えて､担保や保証人に対するリスク･ウエイトを適用するなど信用リスク･アセット額を
軽減する方法です。
当ＪＡでは､信用ﾘｽｸ削減手法を｢自己資本比率算出要領｣にて定めています。
信用ﾘｽｸ削減手法として、「適格金融資産担保｣、｢保証｣、「貸出金と自組合貯金の相殺｣を適用して
います。
適格金融資産担保付取引とは､エクスポージャーの信用リスクの全部又は－部が､取引相手又は取引
相手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当ＪＡで
は､適格金融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。
保証については､被保証債権の債務者よりも低いリスク･ウエイトが適用される中央政府等､我が国の
地方公共団体､地方公共団体金融機構､我が国の政府関係機関､外国の中央政府以外の公共部門、
国際開発銀行､及び金融機関又は第一種金融商品取引業者､これら以外の主体で長期格付がＡ－又
はＡ3以上の格付を付与しているものを適格保証人とし､エクスポージャーのうち適格保証人に保証され
た被保証部分について､被保証債権のリスク･ウェイトに代えて､保証人のリスク･ウエイトを適用していま
す。
貸出金と自組合貯金の相殺については､①取引相手の債務超過､破産手続開始の決定その他これら
に類する事由にかかわらず､貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を
有していること､②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点に
おいても特定することができること､③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、
④貸出金と自組合貯金の相殺後の額が､監視及び管理されていること､の条件をすべて満たす場合
に､相殺契約下にある貸出金と自組合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポー
ジャー額としています。
担保に関する評価及び管理方針は､一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行っ
ています｡なお､主要な担保の種類は自組合貯金です。

－７６－



②信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 (単位:千円）

適格金融、

資産担保
適格金融

資産担保

1１４４５１７６４２９７６８

■、■I■■ｄＦ－Ｔ
■用關

(注）1．「エクスポージャー｣とは､リスクにさらされている資産(オフ･バランスを含む)のことをいい､主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。

2．「三月以上延滞等｣とは､元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことで
す。

3．「証券化(証券化エクスポージャー)｣とは､原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し､その
－部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

4．「上記以外｣には､現金･外国の中央政府及び中央銀行向け･国際決済銀行等向け･外国の中央政府等以外の公共部門向け･国際開発

銀行向け.取立未済手形･未決済取引･その他の資産(固定資産等)が含まれます。

5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当する取引はありません。

6.証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

7.出資等エクスポージャーに関する事項

①出資等エクスポージャーに関するﾘｽｸ管理の方針及び手続の概要

「出資等｣とは､主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株式又は出資として計上さ
れているものであり、当ＪＡにおいては､これらを①子会社及び関連会社株式､②その他有価証券､③系
統及び系統外出資に区分して管理しています。
①子会社及び関連会社については､経営上も密接な連携を図ることにより、当JAの事業のより効率的
運営を目的として､株式を保有しています｡これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の
他､毎月定期的な連絡会議を行う等適切な業況把握に努めています。
②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり､適切な市場リスクの把握及
びコントロールに努めています｡具体的には､市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポート
フォリオの状況やALMなどを考慮し､理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するALM委員会
を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています｡運用部門は理事会で決定した
運用方針及びALM委員会で決定された取引方針などに基づき､有価証券の売買やリスクヘッジを行っ
ています｡運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行っているかどうかチェック
し定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。
③系統出資については､会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協
議を通じた連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。
なお､これらの出資等の評価等については､①子会社及び関連会社については､取得原価を記載
し､穀損の状況に応じて外部出資等損失引当金を設定しています｡②その他有価証券については時価
評価を行った上で､取得原価との評価差額については、「その他有価証券評価差額金｣として純資産の
部に計上しています｡③系統及び系統外出資については､取得原価を記載し､製損の状況に応じて外
部出資等損失引当金を設定しています｡また､評価等重要な会計方針の変更等があれば､注記表にそ
の旨記載することとしています。
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②出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位:千円）

時価価額
貸借対照表
計上額

時価評価額
貸借対照表
計上額

(注）「時価評価額｣は､時価のあるものは時価､時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

③出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益 (単位:千円）

④貸借対照表で認識され､損益計算書で認識されない評価損益の額

（保有目的区分をその他有価証券としている株式･出資の評価損益等）

（単位:千円）

⑤貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（子会社･関連会社株式の評価損益等）

（単位:千円）

8.金利リスクに関する事項

①金利ﾘｽｸの算定方法の概要

金利リスクとは､金利変動に伴い損失を被るﾘｽｸで､資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在
する中で金利が変動することにより､利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。
当ＪＡでは､金利リスク量を計算する際の基本的な事項を｢金利リスク量計算要領｣に､またﾘｽｸ情報の
管理･報告にかかる事項を｢余裕金運用等にかかるリスク管理手続｣に定め､適切なﾘｽｸコントロールに
努めています｡具体的な金利リスクの算定方法､管理方法は以下のとおりです。

･市場金利が上下に2％変動した時(ただし０％を下限)に発生する経済価値の変化額(低下額)を金利
ﾘｽｸ量として算出しています。

･要求払貯金の金利リスク量は､明確な金利改定間隔がなく、貯金者の要求によって随時払い出される
要求払貯金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定義し､①過去５
年の最低残高､②過去5年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高､③現残高の50％相当額
のうち､最小の額を上限とし､０～5年の期間に均等に振り分けて(平均残存2.5年)ﾘｽｸ量を算定して
います。

･金利リスクは､運用勘定の金利リスク量と調達勘定の金利ﾘｽｸ量を相殺して算定します。
金利リスク＝運用勘定の金利リスク量十調達勘定の金利リスク量(△）

算出した金利リスク量は経営層に報告するとともに､四半期ごとにＡＬＭ委員会および理事会に報告し
て承認を得ています｡また､これらの情報を踏まえ､四半期ごとに運用方針を策定しています。

②金利ショックに対する損益･経済価値の増減額 (単位:千円）

－７８－
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１機構図

平成２６年５月３１日現在
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２役員一覧 (平成26年５月末現在）

3.組合員数 (単位:人､団体）
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代表理事組合長 細田勝 理事 島瀬登

専務理事 酒井良博 理事 谷口忠勝

常務理事 大村隆 理事 長谷 司

理事 金山實桿 理事 小路正三

理 事 中野忍 理事 住吉 久

理事 本田齊 理事 西ノ|｜信

理事 大澤輝夫 代表監事 谷口昌 日

理事 弓野良子 員外監事 岩井哲雄

理事 永田治幸 常勤監事 愛場和雄

理事 青木基 監事
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局 島幹夫

理事 林千恵子 監事 塚田敏郎

理事 紺田与規 監事 金森直司

理事 廣田誼
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４組合員組織の状況 (単位:人）
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構ｈ成■J員?J数/▲

生産組合長連絡
協議会

1６５
みな穂ストック出荷
組合

４

みな穂集落営農
連絡協議会

3１
みな穂こまつな出荷
組合

1０

ＪＡ青壮年部 1１１ あさひ直播実践組合 1２

ＪＡ女性部 340
入善町水稲直播
研究会

3７

結婚相談員 1３ 入善町酪農組合 ３

朝日町農村女性
グループ協議会

3２ 入善町肉牛組合 ３

入善町農村女性
グループ協議会

1４４
入善町キャベツ生産
組合

５

農協親和会 1３３
ハウス雪しるねぎ
生産組合

1８

みのり会 5５ 入善町施設園芸組合 1６

年金受給者友の会 ４６４０
入善町ジャンボ西瓜
生産組合

1５

ＪＡグリーン会 4８ 王女の会 2１

共済代理店会 1９
入善町みそづくり
協議会豆な海

３

つくしの会 ３１
入善町農村女性
〆飾り協議会

2０

農村健康管理推進
協議会

1２０ にゆうぜん味菜 1９

農業青色申告会 1４１ めかとろ朝日 3７

テナント共栄会 ７ アグリネットASAHI 7０

役職員ＯＢ会 4８１ 入善町農業機械士会 5５

あさひ受託者協議会 6８
入善町女性農業士会
GOGO農会

2５

笹川わさび生産組合 ４ 入善町採種組合 6８

あさひ梅生産組合 1４
入善町中核農家
連絡協議会

4８

南保柿生産組合 4０ ハイテク入善 4１

アスパラガス生産

組合
７ みな穂もも振興会 1５

新)||花卉球根組合 2２
みな穂さといも
出荷組合

2４

三枚橋施設園芸組合 ５
新)||きゅうり
出荷組合

６

三枚橋施設園芸
婦人部

５ プチの会 ９

黒東チューリップ
切花出荷組合

７ ＵＰＡ ７

黒東電照菊出荷組合 ５
みな穂ブルーベリー
の会

1８



5.特定信用事業代理業者の状況

該当ありません。

6.地区一覧

朝日町･入善町全域

7.店舗等のご案内 (平成26年５月末現在）

◎その他、旧横山・'日椚山・'日小摺戸．|日青木．１日上原.１日入善・'日野中・'日舟見支店及
びコスモ21店内・朝日町役場前にＡＴＭを設置しております。
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本店事務所

営農センター

生活センター

農産物直売所
｢みな穂あいさい広場」

担い手対策センター

中央支店

西部支店

南部支店

あさひ支店

おがわ事務所

営農経済センター
(大家庄）

営農経済センター
(南保）

農機具センター

農機具あさひ店

オートパル入善

自動車あさひ店

カーポート入善

ひばりの給油所

あさひ燃料センター
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入善町入膳

入善町東狐

入善町新屋

朝日町平柳

朝日町大家庄

朝日町長野

入善町入膳

朝日町道下

入善町入膳

朝日町道下

入善町上野

入善町舟見

朝日町平柳

入善町上野
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組合単体開示項目掲載ページー覧（農協法施行規則２０４条関係）

ページ
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○理事及び監事の氏名及び役職名

○事務所の名称及び所在地

○特定信用事業代理業者に関する事項
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○主要な業務の内容
1鑿鑿篝i鑿篝篝i鑿i鑿！
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つ直近の事業年度における事業の概況

つ直近の5事業年度における主要な業務の状況を示す指標

･経常収益(事業の区分ごとの事業収益及びその合計）

･経常利益又は経常損失

･当期剰余金又は当期損失金

･出資金及び出資口数

･純資産額

･総資産額

･貯金等残高

･貸出金残高

･有価証券残高

･単体自己資本比率

･剰余金の配当の金額

･職員数

○直近の2事業年度における事業の状況を示す指標

◇主要な業務の状況を示す指標

･事業粗利益及び事業粗利益率

･資金運用収支､役務取引等収支及びその他事業収支

.資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高､利息､利回り及び総資金利ざや

.受取利息及び支払利息の増減

･総資産経常利益率及び資本経常利益率

･総資産当期純利益率及び資本当期純利益率

◇貯金に関する指標

･流動性貯金､定期性貯金､譲渡性貯金その他の貯金の平均残高

･固定金利定期貯金､変動金利定期貯金及びその他の区分ごとの定期貯金の残高

◇貸出金等に関する指標

･手形貸付､証書貸付､当座貸越及び割引手形の平均残高

･固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高

･担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額

･使途別の貸出金残高

･業種別の貸出金残高及び当該貸出金残高の貸出金の総額に対する害'|合

･主要な農業関係の貸出実績

･貯貸率の期末値及び期中平均値

◇有価証券に関する指標

･商品有価証券の種類別の平均残高

･有価証券の種類別の残存期間別の残高

･有価証券の種類別の平均残高

･貯証率の期末値及び期中平均残高
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組合単体開示項目掲載ページー覧（農協法施行規貝'１２ｏ４条関係）

ページ
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○リスク管理の体制

○法令遵守の体制

○苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
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○貸借対照表､損益計算書及び剰余金処分計算書(損失金処理計算書）

○貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額

･破綻先債権に該当する貸出金

･延滞債権に該当する貸出金

･3ヵ月以上延滞債権に該当する貸出金

･貸出条件緩和債権に該当する貸出金

○自己資本の充実の状況

○次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額､時価及び評価損益

･有価証券

･金銭の信託

･デリバティブ取引

･金融等デリバティブ取引

･有価証券店頭デリバティブ取引

○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

○貸出金償却の額
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